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2025（令和 7）年度事業報告 

1．法人の概要等 

１）建学の精神と法人の教育ミッション 

濱名山手学院は 2020 年 4月、濱名学院と神戸山手学園との法人合併により誕生しました。70年

の伝統をもち「以愛為園（愛を以て園と為す）」を学院全体の建学の精神とする濱名学院と、96年

の伝統を持ち「自学自習」「情操陶冶」を建学の精神とする神戸山手学園のそれぞれの建学の精神

を尊重する一方で、濱名山手学院の出発を迎えるにあたっては、教職員が一致して取り組むこと

のできる新たなビジョンが求められました。そのため、濱名山手学院は、新たに「『他者を尊重し

つつ、主体的・能動的に自らの人生を切り拓く』ことができる人間を世界に送り出すこと」を教育

機関としてのありたい姿とし、具体的には「Communication（対話、伝達）､Consideration（熟慮、

考察、思いやり） & Commitment（参画、貢献）」を価値基準に、この“３つのＣ”を実行できる

人間の育成を「濱名山手学院教育ミッション」として定め、教育活動を展開してきました。それに

加えて Diversity & Inclusion（多様性を包摂する学びの場として、多様な人々と協働・共存す

る）の視点から、グローバル化が進展する世界にあって、国籍、文化（言語、宗教を含む）、ジェ

ンダー、年齢等のボーダーを超えて多様性を包摂する学びの場も目指しています。 

また、濱名山手学院は 2024年に創立 100周年を迎え、次の新しい 100年につながる豊かな教育

活動を展開しています。 

 

２）学校法人の沿革 

1924年 5月 山手学習院（修業年限 4年）創立  

1926年 4月 神戸山手高等女学校（修業年限 5年）開校 

1927年 12月 財団法人神戸山手高等女学校設立 

1947年 4月 神戸山手女子専門学校（修業年限 3年、国文科、経済科、被服科）開校 

1947年 4月 学制改革により新制神戸山手女子中学校開校 

1947年 7月 財団法人名を神戸山手高等女学校から神戸山手学園に変更 

1948年 4月 学制改革により神戸山手女子高等学校開校 

1950年 4月 神戸山手女子短期大学（修業年限 2年、設置学科：家政科、文科）開学 

1950年 5月 濱名学院創設者、濱名ミサヲは「以愛為園」即ち「愛を以て園と為す」の精

神から「愛の園幼稚園」を設立 

1951年 2月 財団法人神戸山手学園から学校法人神戸山手学園に組織変更 

1951年 3月 神戸山手女子専門学校廃止 

1953年 6月 臨時尼崎幼稚園教員養成所を愛の園幼稚園内に開設 

1955年 12月 学校法人濱名学院を設立 

1957年 3月 尼崎幼稚園教員養成所を関西女学院と改称 

1960年 4月 神戸山手女子短期大学国文学科増設 

1965年 4月 神戸山手女子短期大学教養学科、芸術学科を増設 

1966年 4月 神戸山手女子高等学校音楽科（音楽課程）を設置 

1969年 4月 神戸山手女子短期大学音楽学科増設 

1971年 4月 神戸山手女子短期大学専攻科（音楽専攻）（修業年限 1年）設置 

1976年 4月 専修学校制度発足、関西女学院保育専門学校の認可を受ける 

1981年 4月 男性保育者を受け入れるため、校名を関西保育専門学校に変更 
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1983年 5月 愛の園幼稚園を難波愛の園幼稚園に名称変更 

1984年 4月 関西保育専門学校に社会福祉科を開設 

1987年 4月 関西女学院短期大学（経営学科）を開学 

1988年 4月 関西保育専門学校に介護福祉科を開設 

1989年 2月 関西保育専門学校を関西保育福祉専門学校と改称 

1990年 4月 神戸山手女子短期大学家政学科を生活学科に名称変更 

1991年 4月 関西女学院短期大学コミュニケーション学科を開設 

1998年 4月 関西国際大学（経営学部）を開学 

1998年 4月 関西国際大学の開学に伴い、関西女学院短期大学の校名を関西国際大学短期

大学部に変更 

1999年 4月 神戸山手大学（人文学部環境文化学科）開学 

2000年 3月 神戸山手女子短期大学教養学科廃止 

2000年 4月 神戸山手女子短期大学英文学科を英語文化学科に、国文学科を日本語・日本

文化学科に名称変更 

2001年 4月 関西国際大学に人間学部（人間行動学科、英語コミュニケーション学科）を

開設 

2001年 4月 神戸山手女子短期大学表現芸術学科設置 

2002年 3月 神戸山手女子短期大学芸術学科及び音楽学科廃止 

2002年 4月 神戸山手大学 男女共学に移行 

2004年 4月 関西国際大学経営学部経営学科を経営学部総合ビジネス学科に変更 

2004年 4月 神戸山手女子短期大学を男女共学にし、校名を神戸山手短期大学に変更 

2005年 4月 関西国際大学大学院人間行動学研究科人間行動学専攻修士課程を開設 

2005年 4月 神戸山手大学都市交流学科増設 

2005年 4月 神戸山手短期大学キャリア・コミュニケーション学科設置 

2006年 4月 関西国際大学人間学部人間行動学科を改組し、人間心理・教育福祉の 2 学科

を設置 

2007年 3月 関西国際大学短期大学部（経営学科、コミュニケーション学科）を廃止 

2007年 3月 神戸山手短期大学英語文化学科及び日本語・日本文化学科を廃止 

2007年 4月 関西国際大学人間学部及び経営学部を改組し、教育学部教育福祉学科、教育

学部英語教育学科、人間科学部人間心理学科、人間科学部ビジネス行動学科

の 2学部 2学科を設置 

2008年 4月 神戸山手大学の人文学部を現代社会学部に名称変更 

2009年 4月 関西国際大学教育学部が尼崎キャンパスへ移転 

2010年 4月 関西国際大学人間科学部ビジネス行動学科を改組し、人間科学部経営学科を

開設 

2012年 3月 関西国際大学人間学部及び経営学部を廃止 

2013年 4月 関西国際大学保健医療学部（看護学科）を開設 

2013年 4月 神戸山手大学現代社会学部総合社会学科設置 

2014年 3月 神戸山手短期大学表現芸術学科廃止 

2014年 4月 関西国際大学大学院人間行動学研究科臨床教育学専攻修士課程を開設 

2014年 10月 関西国際大学留学生別科を開設 

2015年 4月 関西国際大学大学院看護学研究科看護学専攻修士課程を開設 

2015年 4月 神戸山手大学に現代社会学部観光文化学科(神戸夙川学院大学より継承）設置 

2016年 3月 関西国際大学人間科学部ビジネス行動学科を廃止 
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2016年 4月 神戸山手短期大学現代生活学科設置 

2016年 4月 難波愛の園幼稚園を認定こども園難波愛の園幼稚園に変更 

2017年 4月 関西国際大学教育学部英語教育学科を教育学部英語コミュニケーション学科

と改称 

2018年 3月 神戸山手短期大学キャリア・コミュニケーション学科廃止 

2018年 4月 神戸山手短期大学生活学科廃止 

2019年 4月 関西国際大学人間科学部経営学科及び教育学部英語コミュニケーション学科

を改組し、経営学部経営学科及び国際コミュニケーション学部英語コミュニ

ケーション学科を設置 

2019年 4月 神戸山手大学現代社会学部観光文化学科を観光学科に学科名称変更 

2020年 4月 神戸山手大学現代社会学部を関西国際大学現代社会学部に設置者変更 

2020年 4月 神戸山手大学廃止 

2020年 4月 学校法人濱名学院と学校法人神戸山手学園との法人合併により学校法人濱名

山手学院に名称変更 

2020年 4月 関西国際大学大学院看護学研究科看護学専攻博士課程を開設 

2021年 4月 関西国際大学人間科学部人間心理学科を心理学部心理学科と改称。関西国際

大学社会学部社会学科および国際コミュニケーション学部観光学科を設置 

2022年 3月 関西国際大学現代社会学部都市交流学科及び教育学部英語教育学科を廃止 

2023年 4月 関西国際大学国際コミュニケーション学部英語コミュニケーション学科をグ

ローバルコミュニケーション学科に名称変更 

認定こども園難波愛の園幼稚園を認定こども園関西国際大学附属難波愛の園

幼稚園に名称変更 

神戸山手女子中学校･高等学校にグローバル選抜探究コースを設置 

2024年 9月 学校法人濱名山手学院 創立 100周年記念式典、祝賀会を挙行 

2025年 4月 関西国際大学グローバル学部グローバル学科を設置 

神戸山手女子中学校･高等学校を神戸山手グローバル中学校高等学校に名称

変更、中学校のグローバル選抜探究コース、高等学校のグローバル選抜探究

コースと選抜コースを共学化 

 

３）設置学校等 

〇関西国際大学 

本学は 1998年、本学院の精神である「以愛為園（愛を以て園と為す）」を受け継ぎ、「自律で

きる人間であろう」、「社会に貢献できる人間であろう」、「心豊かな世界市民であろう」の 3つ

を教育目標に掲げて開設しました。以来、学部学科構成を社会的なニーズにも対応させながら再

編充実を図ってきました。そして 2020年度には神戸山手大学を統合（神戸山手大学現代社会学部

の設置者変更）し、3つになったキャンパスの下で、魅力ある教育研究活動を続けています。2025

年度にはグローバル学部を開設し、全国からも注目されている特色ある教育活動を展開していま

す。 

 

区分 学科・専攻名 備 考 

大学 心理学部 心理学科 2007年度開設 

（2021年度改称） 

経営学部 経営学科 2019年度開設 
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教育学部 教育福祉学科 2007年度開設 

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部 グローバルコミュニケーション

学科 

2019年度開設 

(2023年度改称) 

 観光学科 2021年度開設 

保健医療学部 看護学科 2013年度開設 

社会学部 社会学科 2021年度開設 

現代社会学部 総合社会学科 2013年度開設 

観光学科 2015年度開設 

（2019年度改称） 

グローバル学部 グローバル学科 2025年度開設 

大学院 人間行動学研究科 

 

人間行動学専攻 

 修士課程 

臨床教育学専攻 

 修士課程 

2005年度開設 

 

2014年度開設 

看護学研究科 

 

看護学専攻 

 博士前期課程 

 博士後期課程 

 

2015年度開設 

2020年度開設 

   

〇関西保育福祉専門学校 

本校は 1953年に「難波愛の園幼稚園」に併設された「臨時尼崎幼稚園教員養成所」を母体とし

ています。現在、保育士資格と幼稚園教諭免許が取得できる教育・社会福祉専門課程としての保育

科を設置しています。濱名山手学院の教育ミッションを踏まえつつ、建学の精神である｢以愛為園｣

を基調として、生徒一人ひとりが保育士や幼稚園教諭として必要な専門的知識や技術を身につけ

るとともに、教養を深め、広く社会に貢献できる人材の養成に努めています。 

 

〇神戸山手グローバル中学校高等学校 

本校は 1924年 5月に創設された「山手学習院」にはじまり、2024年に 100周年を迎えた伝統あ

る中高一貫教育校です。「自学自習」「情操陶冶」の建学の精神は、現在も「人間性をはぐくむ教

育」として受け継がれています。2025 年度からグローバル化を一層推進するため、校名を神戸山

手グローバル中学校高等学校へと名称変更し、共学化とグローバル化を進め、さらなる教育の質

の向上と学内の多様性、国際化を充実させていきます。 

 

〇認定こども園 関西国際大学附属 難波愛の園幼稚園 

本園は幼児教育の重要性を強く認識していた創設者、濱名ミサヲが、第二次世界大戦直後の混

乱期に、地元尼崎市の公私双方からの要請を受け、私財を投入し開設した｢愛の園幼稚園｣を出発

点としています。1950年 5月の創設以来、幼児教育に 76年間の歴史を持つ本園は、「愛情こそが

教育の基本であり、保育の原点である」という精神に基づき、教育活動を展開しています。2016年

4月には、今後も安定的に園児を確保するために、幼稚園型認定こども園に移行しました。さらに、

2023 年 4 月、関西国際大学との連携をこれまで以上に強め、教育学部教員の指導助言によって保

育のさらなる向上を図り、変化の激しい社会のなかでたくましく生き抜いていく子どもたちを育

成していけるよう、園名を「認定こども園 関西国際大学附属難波愛の園幼稚園」に変更しました。

園長の指導の下で、保護者会との一層の連携強化に努めるとともに、教職員の一体感を醸成し、園

児が安心して生活できる認定こども園の円滑な運営を図るべく、教育力の向上、安全・安心な施設
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の整備、地域社会に貢献する子育て支援事業に取り組んでいます。 

 

４）各学校等の学生数の状況     

2025 年 5 月 1 日現在（単位：人） 

学部・研究科名 入学定員数 収容定員数 現員数 備考 

関西国際大学 心理学部 125 500 541 注 1. 

 

経営学部 200 765 797  

教育学部 90 540 332  

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部 - 465 308 募集停止 

保健医療学部 100 400 362  

社会学部 50 350 201  

グローバル学部 125 125 132  

現代社会学部 - - 6 募集停止 

大学 合計 690 3145 2679   

関西国際大学 

大学院 

人間行動学研究科 16 32 32   

看護学研究科 修士 6 12 8   

看護学研究科 博士 2 6 8  

大学院 合計 24 50 48   

関西保育福祉専門

学校 

保育科（昼間） 70 170 121 注 2. 

保育科（夜間主） 30 30 8 注 3. 

専門学校合計 100 200 129  

神戸山手グローバ

ル高等学校 
普通科 

250 750 303 注 4. 

神戸山手グローバ

ル中学校 

 250  750 97  

認定こども園関西

国際大学附属難波

愛の園幼稚園 

  303 214  

注 1.現員数には人間科学部人間心理学科の 4 年生以上を含む。 

注 2.入学定員数は、2024年度から夜間主コースを導入し、「保育科(昼間) 70名」、「保育科(夜間

主)30 名」に改定している。 

注 3.収容定員数は、「保育科(昼間)170 名」（70 名(1 年)＋100 名(2 年)）、「保育科(夜間主)30 名」

(1 年)としている。 

注 4.神戸山手グローバル中学校高等学校は、募集定員およびそれに基づく収容定員数としている。 

 

５）役員に関する事項 

  理事数 9名（定員 9名以上 10名以内）  

  監事数 2名（定員 2名） 

区分 氏名 就任年月日 主な現職等（2025年度） 外部 

理事長 濱名 篤 2025年5月26日～（※） 関西国際大学教授・学長  

専務理事 

(業務執行理事） 

濱名 陽子 2025年5月26日～（※） 
関西国際大学教授・副学長  

常務理事 

(業務執行理事) 

藤木 清 2025年5月26日～（※） 
関西国際大学教授・副学長  
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常務理事 

(業務執行理事) 

髙橋 清隆 2025年5月26日～（※） 学校法人濱名山手学院事務

局長 
 

理事 山下 泰生 2025年5月26日～（※） 関西国際大学教授・副学長  

理事 平井 正朗 2025年5月26日～（※） 神戸山手グローバル中学

校・高等学校校長 

 

理事 大久保 昇 2025年5月26日～（※） 株式会社内田洋行代表取締

役社長 

〇 

理事 高梨 柳太郎 2025年5月26日～（※） 神戸新聞社代表取締役会長 

  
〇 

理事 玉上 晃 2025年5月26日～（※） 元 文部科学省 大臣官房審

議官(高等教育担当)／ 

国際医療福祉大学 常務執

行役員・事務局長 

〇 

監事 中出 愼次郎 2025年5月26日～（※） 元指吸会計センター株式会

社 取締役会長 
〇 

監事 藤本 義兼 2025年5月26日～（※） 元神戸市中央区長 〇 

（※任期：2029年度最初の定時評議員会の終結の時） 

 

 

６）評議員に関する事項 

  評議員数 12名（定員 11名から 12名）  
氏名 就任年月日 主な現職等（2025年度） 外部 

評議員 吉田 裕彦 2025年 5月 26日

～（※） 

認定こども園関西国際大学

附属難波愛の園幼稚園園長

/関西国際大学教授 

 

評議員 本田 あけみ 2025年 5月 26日

～（※） 

関西保育福祉専門学校校長

/関西国際大学教授 

 

評議員  早乙女 勝彦 2025年 5月 26日

～（※） 
関西国際大学事務局長 

 

評議員 東 福太郎 2025年 5月 26日

～（※） 

家具のあづま代表取締役社

長/伝統工芸士/関西国際大

学・平成 16 年卒 

〇 

評議員 大野 尚子 2025年 5月 26日

～（※） 

神戸山手学園高等部 S50 年

卒/谷商株式会社取締役 

〇 

評議員 川嶋 太津夫 2025年 5月 26日

～（※） 

大阪大学名誉教授・神戸大

学名誉教授 

〇 

評議員 黒岩 由美子 2025年 5月 26日

～（※） 
塚口北ふたば保育園園長 

〇 

評議員 山田 礼子 2025年 5月 26日

～（※） 
同志社大学教授 

〇 

評議員 神田 裕子 2025年 5月 26日

～（※） 

(株)進研アド「Between」編

集長 

〇 

評議員 小林 浩 2025年 5月 26日

～（※） 

リクルート進学総研所長/

リクルート「カレッジマネ

〇 
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ジメント」編集長 

評議員 濱名 智 2025年 5月 26日

～（※） 

ＪＲ東日本株式会社グルー

プ経営戦略本部 UT副長 

〇 

評議員 福田 直史 2025年 5月 26日

～（※） 

高知県公立大学法人副本部

長 

〇 

（※任期：2029年度最初の定時評議員会の終結の時） 

 

７）会計監査人 

名称 就任年月日 

清稜監査法人 2025年 5月 26日 

 

８）教職員の概要  

2025年 5月 1日現在  （単位：人） 

 本 

部 

関西国際 

大学 

関西保育福祉 

専門学校 

神戸山手グロ

ーバル中学校

高等学校 

認定こども園 

関西国際大学

附属 難波愛

の園幼稚園 

 

計 

専任教員 －  122  8  36  31  197  

専任職員  6  100  8  10  5  129  

 

２．各部門の事業の概要 

以下に、各部門の 2025 年度事業計画に基づく取組について報告します。 

 

１）学校法人 

学校法人濱名山手学院は、2022年 3月に、2030 年度までに実現を目指す本学院の姿と、その実

現に向けて取り組むべき指針・具体策を示した「学校法人濱名山手学院長期計画」を策定しまし

た。長期計画では、2021年度から 2024年度までの 4年間を「基礎整備期間」と位置付けた新「第

1 次中期計画」とし、2025 年度から開始する「第 2 次中期計画 2025 年度―2027 年度（3 年間）

【本格実施期間】」の初年度として、各取組を実施しました。 

 

〇組織再編 

大学では情報学部の 2026年度開設に向けた準備を進め、専門学校では夜間主（昼夜開講制）コ

ースの拡充を図りました。また、中高では 2025 年度から共学化を実現するとともに、グローバル

化を推進するなど、時代の要請に応じた組織の見直しと改編を行いました。 

 

〇学院財政の健全化 

・予算と実績の比較分析による予算執行状況の把握、キャッシュフロー状況の確認及び次年度以

降の収支改善の検討 

本学院の 2025 年度の経常収支差額はマイナス 44 百万円（前年実績比プラス 394 百万円）とな

り、前年度の経常収支差額から大幅に改善し、「2024年度赤字（経常収支）の 50％以上削減目標」

を達成しました。また、人件費比率は 51.5％（前年度 58.4％）、人件費依存率は 78.7％（前年度

84.5％）となり、いずれも改善しました。 
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・資産の情報収集と的確な運用の実施 

本学院の資金運用については、学校法人濱名山手学院資金運用管理規程及び同細則に基づき適

正に実施しています。近年の経済状況の変化に的確かつ迅速に対応できるよう、より機動的な資

金運用体制の構築を目指しており、2025 年度の有価証券は、簿価 2,137,368,397 円（前年度末

1,932,927,798円）、時価 2,816,338,139円（前年度末 2,294,277,667円）、評価益 678,969,742円

（前年度末 361,349,869 円）となりました。資産価値の向上を図るとともに、安定的な財務基盤

の確立に寄与しています。 

 

・補助金等外部資金の獲得推進 

大学においては、令和 7 年度私立大学等経常費補助金「少子化時代を支える新たな私立大学等

の経営改革支援」（メニュー1 及びメニュー2）に申請し、いずれも採択されました。この採択に

より、「スポーツサイエンスとマネジメントで未来を創る人材育成事業」及び「“スープの冷める

距離”連携による教育機能の高度化と経営の効率化」を推進することとなり、教育の質向上や大

学運営の効率化に向けた取組を進めるための外部資金を確保しました。 

 

２）関西国際大学 

 

Ⅰ．志願者育成と確保（中期計画目標領域Ⅰ） 

収容定員充足率の向上を図るため、以下の施策を実行し、2026 年 4 月には学部 1年次 828名を

受け入れました。2025年度中に受け入れた入学者を含めた状況は、以下のとおりです。 

区分 学年等 人数 備考 

 

2026年度春入学 

学部 1年次 828  

学部 2年次 18 転入学 

学部 3年次 19 編入学 

大学院 6  

小計 871  

 

2025年度秋入学 

学部 1年次 10  

学部 2年次 3 転入学 

学部 3年次 14 編入学 

小計 27  

 

また、2025年度別科入学者は、54名（春学期 36名、秋学期 18名）となりました。 

 

①学生募集体制の見直しによる円滑な学生確保 

高校生と直接接触できるガイダンスに力点を置き、ガイダンス接触者をオープンキャンパスへ

誘導しました。これにより、本学への出願者数増加、オープンキャンパス・ガイダンスの質向

上、高校訪問の内容・方法・対象の見直し、県外訪問の強化に取り組みました。また、学生募集

活動では、ガイダンス、説明会及び高校訪問の接触者をオープンキャンパスへ誘導することを共

通方針として徹底しました。さらに、オープンキャンパスの質の向上を図るため、参加者の満足

度を測る GSスコアを基に振り返りを実施し、内容の改善やスコア向上に取り組みました。 

 

②競合大学及び本学の入試関連情報収集・分析に基づく情報発信の強化 

本学の知名度を高め、ステータスを向上させるため、広報活動に注力し、マスコミ各社との連携

を強化しました。また、志願者数増加を目的としたオープンキャンパスの告知について、学生スタ
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ッフによる SNS発信等を強化し、オープンキャンパスへの誘導につなげました。 

 

③ガイダンス及び出張講義の接触者のオープンキャンパスへの誘導 

本学リスト掲載の高校および業者リスト掲載の高校に対し、ガイダンス・出張講義を行いまし

た。その結果、オープンキャンパスへの誘導に結びつきました。ことに出張講義は高校側から高い

評価を得ることができました。 

 

④高校訪問の内容・方法・対象の見直しによる志願者の確保 

高校訪問の対象リストを作成し、効率よく訪問し、高校との関係を深める活動に尽力しました。

リーフレットやパンフレットを用いて本学について説明し、対象校の OB/OG の活躍についても紹

介を行い、本学への興味を持っていただくように工夫を行いました。 

 

⑤オープンキャンパスの質向上による来場者増と出願者増 

2025 年開催のオープンキャンパスでは、高校 3 年生の来場者が 828 名となり、そのうちオープ

ンキャンパス経由で出願した学生数は 182 名（22％）に達しました。学生スタッフの活動も活発

化しており、指導教員とともに、来場高校生の満足度を参考にしながら、出願につながる活動に取

り組みました。2025 年開催のオープンキャンパスにおける来場高校生の満足度は、各学部平均で

72.9％となり、高い評価を得ました。 

 

⑥高大連携における重点校の深化と神戸地区を中心とした連携協定締結校の拡大 

高大連携活動においては、新たに 5 校と協定を締結しました。探究学習などの時間を利用した

高大連携講座の取組件数は 116 件（高校数 28 校、継続的な連携校 14 校）と、確実にその数を増

やし、本学と密接な関係を持つ高校の枠を広げました。 

 

⑦出願者増加のための、国内の日本語学校との持続的な連携、指定校制度の拡充 

留学生募集の強化に向けて、学校リスト保有業者の依頼に基づき、国内の日本語学校 80校にお

いてガイダンスを実施しました。また、本学の指定校である 95校（関東 45校、関西 50校）のう

ち、特に関西圏の日本語学校への訪問活動を強化するとともに、一部東京の日本語学校について

も訪問を行いました。これらの訪問活動を通じて、本学への理解を深めてもらい、ガイダンスの実

施につなげることを目的として取り組んだ結果、35 校においてガイダンスを開催することができ

ました。その結果、2026年春入学者における留学生の割合は全体の約 30％となり、留学生募集の

成果につながりました。 

 

 

Ⅱ．一人ひとりの学生の成長を促す学びのスタンダード（中期計画目標領域Ⅱ） 

2025 年度は、教育 DX の推進や生成 AIの活用を含む多様な教育手法の導入を進めるとともに、

多様化する学生、特に留学生への対応を中心に、教育・学生支援の両面から取組を推進しました。 

教育面では、PD教職員研修会やその他の学内研修会を通じて、生成 AIの教育利活用やオンライ

ン授業（オンデマンド含む）に関する教職員支援を実施するとともに、授業設計や教材開発の支

援、学習支援への活用を推進し質向上を図りました。さらに、本学が加盟する一般社団法人学修評

価・教育開発協議会の連携開設科目事業や単位互換プログラム事業を活用したことで、他大学の

特色ある授業を履修できる環境を整備し、多様な学修機会の充実につなげました。特に、本学学生

の連携開設科目履修者数は大幅に増加し、大学間連携による教育資源共有の成果が見られました。 

学生支援面では、奨学金受給状況や到達確認試験結果等を教務システムに集約することで、担

当アドバイザーが学生一人ひとりの状況を早期に把握できる体制を整備しました。あわせて、学
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科や保証人との連携強化を進め、学生への早期支援やきめ細かな指導体制の充実を図りました。 

また、PBL（プロジェクト・ベースド・ラーニング）を活用した主体的・協働的な学びを推進す

るとともに、学修ポートフォリオ「KUISs学びのショーケース」を活用した学修成果の可視化や就

職活動への活用促進にも取り組みました。これらの取組を通じて、教育の質向上と学生一人ひと

りの成長支援の充実に努めました。 

 

①DX化に対応し、生成 AIを活用した多様な学修を可能にした教育の実現 

2025 年度は、DX 化への対応を推進するとともに、生成 AI を活用した多様な学修環境の実現に

向けた取組を実施しました。PD教職員研修会にて、生成 AI教育利活用に関する内容を取り上げる

とともに、学内研修会を年間 3回以上開催し、生成 AIの基本的な仕組みや教育・校務への活用方

法、情報セキュリティ及び学術的誠実性に関する留意点等について周知を行いました。また、

Microsoft 365 Copilot等を活用した PowerPoint資料作成、議事録作成、文書作成支援など、実

務的な活用方法の普及を図りました。さらに、生成 AI教育利活用ガイドラインの策定・運用支援

を通じ、授業設計や教材作成、学習支援等への活用を推進し、教育・業務の両面における DX推進

に寄与しました。 

 

②多様な学生への対応 

2025 年度は、昨年度に引き続き、学内ネットワーク上において学生一人ひとりの状況を早期に

把握し、生活指導の充実や、成績不振等による奨学金の停止・廃止の未然防止につなげるための環

境整備を推進しました。 

 UNIPA上では、今年度新たに、各種奨学金の受給状況、到達確認試験の合否、卒業研究の履修可

否等、学生指導に必要な情報を学生別カルテに集約し、教職員が一元的に確認できる仕組みを整

備しました。これにより、学生への早期支援や適切な指導体制の充実を図りました。 

 また、保証人との連携強化については、留学生や社会人学生など一部を除く全ての保証人に対

し、学修状況等を共有できる環境を提供しました。これにより、大学と保証人が連携した学生支援

体制の強化を進めました。 

 

③PBLの授業への織り込みによる、課題発見・解決力とコミュニケーション力の向上 

PBL等の手法を活用した経験学習を授業に取り入れ、教室での学びと実践的な学修活動を関連付

けた授業設計を推進しました。あわせて、PBL勉強会を実施し、授業設計や実践事例の共有を通じ

て、各学科における授業改善を支援しました。さらに、LC（ラーニングコミュニティ）活動につい

て、PD研修会等で事例共有を行い、学生同士が対話・協働しながら学ぶ機会の充実を図りました。

これらの取組を通じて、学生が主体的に課題に取組、他者と協働しながら学ぶ力を養うことで、課

題発見・解決力やコミュニケーション力の向上につなげました。 

 

④学修ポートフォリオの記事投稿数の増加と、就職活動への活用推進 

「KUISs 学びのショーケース」を中心とした学修ポートフォリオ活用を推進し、「評価と実践」

科目と連動した学修成果の蓄積を支援しました。特に、秋学期開始時から３・４年生に対して早期

に作成を指導するとともに、就職活動における自己 PRや学びの可視化への活用について周知を行

い、学生の活用意識向上を図りました。 

また、2025年 12月末には各学科から中間報告を求めるなど、進捗管理と学科全体での意識付け

を行いながら運用改善を進め、その結果、「KUISs 学びのショーケース」の卒業時のディプロマ・

サプリメントとしての公印押印率は、2024 年度卒業生対象の 66％から、2025 年度は 96％まで向

上しました。さらに、「KUISs 学びのショーケース」は外部評価等においても高い評価を受けてお

り、本学の教育成果を対外的に発信する重要な取組として機能しました。これらの取組を通じて、
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学生が自身の学びや成長を主体的に振り返り、就職活動等で効果的に活用する力の向上につなげ

ました。 

キャリアサポート室では、学修カルテ及び学修ポートフォリオについて、面談及び就職活動に

おける応募書類作成時に学生が活用できるよう、マニュアルを整備しました。 

 

⑤教員のオンライン授業、オンデマンド授業の量的・質的充実に関する組織的推進 

教員 DX推進の一環として、教員によるオンライン授業・オンデマンド授業の量的・質的充実を

組織的に推進しました。高等教育研究開発センター及び同教材開発部門を中心に、PD 教職員研修

会において、オンライン授業の授業設計、動画教材制作、LMS（WebClass）活用、著作権・個人情

報保護対応、オンデマンド教材の質保証等について取り上げ、教員支援を実施しました。また、ブ

レンド型オンデマンド授業の事例として「英語の論理Ⅰ・Ⅱ」科目を取り上げ、動画視聴、課題提

出、音声フィードバックを組み合わせた授業運営や教材開発の実践を共有しました。さらに、PBL・

LC 活動と連動した授業改善事例の共有を通じて、継続的な授業改善と質保証を推進し、多様な学

修者に対応した柔軟な学修環境の充実を図りました。 

 

⑥他大学と連携した教育課程編成の推進 

本学が加盟する一般社団法人学修評価・教育開発協議会の連携校間において、大学等連携推進

法人制度を活用し、連携開設科目や単位互換プログラムを継続的に実施しました。他大学との連

携による教育課程編成を推進するため、各大学が特色ある科目を提供し、学生が他大学の授業を

履修できる環境を整備したことで、地域や専門分野を越えた多様な学びの機会の拡充につながり

ました。特に、連携開設科目については、2025 年度に連携校全体でオンデマンド授業による開講

を推進した結果、2026 年度には本学学生の履修者数が前年度の 6 名から 77名へと大幅に増加し、

大学間連携による教育資源共有の成果が顕著に表れました。さらに、連携校で、「令和 7年度少子

化時代を支える新たな私立大学等の経営改革支援（メニュー2 複数大学等連携）」事業を申請し、

採択につながったことは、本年度における大きな成果です。また、日本語能力診断テスト（仮称）

の開発や連携校の学長をメンバーとする経営会議の実施等、教育面・経営面の双方において連携

強化を推進しました。 

 

 

Ⅲ．共創する研究コミュニティ（中期計画目標領域Ⅲ） 

外部資金獲得の主要な指標の一つである科研費について、2025年度の採択件数は 33件（研究代

表者課題、延長課題を除く）となり、2024年度の 31件と比較して増加しました。科研費の獲得促

進に向けた支援を継続するとともに、学内の研究所を中心として実施する研究所プロジェクト（共

同研究）の推進を通じて、研究活動のさらなる活性化を図りました。 

 

①科研費ヘルプデスク等、実施件数及び科研費申請件数を伸ばすための施策強化 

科研費の申請支援として、研究推進委員会の企画により、科研費申請前の支援として勉強会を 3

回開催（2024年度は 1回）、2025年度の参加者数は延べ 29名となりました（2024年度の参加者数

は 3 名）。 

 

②研究所における共同研究を含めた研究活動の推進 

2025 年度の研究所における共同研究については、教育総合研究所で 5 件（2024 年度は 1 件）、

セーフティマネジメント研究所で 1 件（2024 年度は 1件）、Well-being研究所で 2件（2024年度

は 2 件）の共同研究が実施されました。教育総合研究所を中心に共同研究件数が増加しており、

2024年度と比較して、研究活動の活性化が図られました。 
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Ⅳ．社会への多様な教育、学習機会の提供（中期計画目標領域Ⅳ） 

社会人を新たな対象層と捉え、社会人の多様な教育・学習ニーズに応えるため、大学院の拡充や

社会人向け教育プログラムの展開を進めました。 

 

①社会人のキャリアアップやリスキリングにつながる講座の検討 

社会人のキャリアアップ、リスキリングにつながる公開講座を 18講座実施しました。特に、社

会人学生の獲得を目指し、大学院の授業を 2講座公開し、延べ 27名の参加を得ました。 

 

②大学院における社会人や留学生のニーズに合った新しい研究科・専攻・コース 

臨床教育学専攻、人間行動学専攻、看護学研究科の各大学院における社会人学生数の増加を図

り、また、社会人や増加している留学生のニーズに合った新しい教育プログラムの開講を進めま

した。具体的には、大学院の授業公開を 2講座実施し、延べ 27名が参加するなど、社会人学生を

獲得するための事業展開を図りました。 

 

③オープンバッジの導入 

「地域防災減災論」科目の単位修得者（261名）に対してオープンバッジの発行を申請しました。

オープンバッジの導入を推進し、さらにオープンバッジの発行対象講座の選定を進めました。 

 

 

Ⅴ．社会的自立のための学生・キャリア支援（中期計画目標領域Ⅴ） 

＜有効なキャリア形成支援、就職支援体制の実現＞ 

2025年度は、在学中の進路別キャリアスケジュールを明示した「キャリア・ルートガイド」の

本格的な運用を開始し、低年次からの出口意識の醸成を図るとともに、キャリア関連科目間の連

携や 3年次科目「仕事とキャリア形成Ⅲ」の充実、早期内定者によるメンター活動を実施しまし

た。また、留学生に対しても、アドバイザーとキャリアサポート室のスタッフが情報を共有しな

がら、学生をきめ細かくフォローする体制を運用し、2026年 3月卒の留学生の卒業後の国内進路

決定率は 84.2％まで上昇しました。 

 

①コーオプ・プログラム事後学習における体験の言語化の推進 

コーオプ・プログラム（企業実習）については、企業側とプログラムの擦り合わせを丁寧に行

ったことで、事前・事後学習の内容が改善され、学生が学習と実践を結び付け、自らの体験を深

く理解できる体制を整えました。また、グローバルスタディとコーオプ・プログラムの合同報告

会を開催し、参加学生相互の創発を促しました。 

 

②学びの仕組みの集大成である「KUISs学びのショーケース」の作成やその活用の推進 

学生の進路目標を明確にするため、「初年次セミナー」や「仕事とキャリア形成Ⅰ」などの授業

において「キャリア・ルートガイド」を活用し、学生への進路に対する説明と情報提供を行うとと

もに、キャリアサポート室による面談指導にも実際に活用しました。これにより、学生に対する早

期からのキャリアビジョン醸成と就職意識の向上に向けた具体的な支援体制の土台が形成されま

した。また学修カルテ及び学修ポートフォリオについては、面談及び就職活動における応募書類

作成時に学生が活用できるよう、マニュアルを整備しました。 

 

③就職活動の出遅れが目立つ学科への組織的指導や協力体制の強化 
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各学科の学年コーディネーターと連携し、「ウィークリーアワー」を活用して計画的なキャリア

ガイダンスを実施しました。また、アドバイザーが「就職データベース」への入力を徹底する仕組

みを強化しました。アドバイザーと担当職員が面談結果や関連情報を共有することで、学生一人

ひとりを継続的にフォローする体制が強化されました。 

 

④留学生に対するキャリア形成支援の強化による国内の就職率・進学率の向上 

留学生に対しては、「留学生就職教育促進プログラム」を運用しつつ、「キャリア・ルートガイ

ド」を提示し希望する進路にあわせたサポートを行い、留学生のキャリアチューターも 2025年度

から新たに運用を開始した結果、2026年 3月卒業の留学生の国内進路決定率は 84.2％となり、目

標である 75％を上回りました。また、尼崎市や商工会議所と連携したイベントを通じて企業に留

学生採用の価値を理解してもらう場を設けるなど、国内就職への道筋を強化しました。さらに、大

学院進学希望者に対しても、情報提供や「キャリア・ルートガイド」による指針の明示を行いまし

た。 

 

⑤卒業生調査による企業からの評価の把握と教育活動へのフィードバック 

 卒業生調査の結果、本学の卒業生は、ディプロマ・ポリシーに掲げる能力や社会人基礎力につい

て、概ね企業が求める水準に達していると評価されました。特に、「多様性理解（肯定意見の割合：

86.3％）」「コミュニケーションスキル（同 86.2％）」「社会的貢献性（同 83.2％）」などは、複数の

企業から高い評価を受けており、経験学習やアクティブラーニングを中心とした本学の教育方法

によって伸びた能力が、卒業後においても有効に機能していると考えられます。また、インタビュ

ー調査では、「KUISs 学びのショーケース」は、企業における採用活動において有用であるとの意

見が得られたことから、4年間の学修成果を示す本学独自のツールとして一層の活用推進を図るこ

ととなりました。 

 

＜学生支援事業の戦略的推進：学生のリテンション向上＞ 

2025 年度は、多様な学生が安心して学び、主体的に正課外活動へ参加できるよう、合理的配慮

支援体制の整備や課外活動支援の充実に取り組みました。合理的配慮支援では、関係部署との連

携強化や支援フローの整理を進めるとともに、聴覚情報処理障害のある入学予定者への支援機器

導入や教職員向け PD 研修を実施し、支援体制の強化を図りました。また、FMW や学生会活動等を

通じて課外活動参加率の向上を推進しました。さらに、2025 年度より開始された多子世帯支援を

含む修学支援新制度の周知や適格認定に向けた早期支援を行うとともに、後援会・同窓会との連

携による学生支援、日本人学生と留学生の交流促進に取り組みました。 

 

①要配慮学生への組織的な支援体制の強化 

合理的配慮を必要とする学生への支援について、関係部署との連携強化や情報共有の仕組みづ

くりに取り組み、申請・調整フローの整理や対応事例の蓄積を進めました。聴覚情報処理障害のあ

る入学予定者への対応として、外部補助金を活用してロジャーを導入し、入学後に円滑に授業を

受けることができる体制を整備しました。モニタリング結果では、合理的配慮に対する不安・不満

は 15.9％となり、一定の成果が確認されました。 

 

②課外活動（学生会活動、クラブ・サークル活動）の支援の強化 

2025 年度のクラブ加入者は 445 名、サークル加入者は 417 名であり、全学生に対する加入率は

37.8％（留学生を除くと 46.2％）となりました。前年度は 35.3％（留学生を除くと 41.2％）であ

り、微増となりました。2025 年度は、学生会によるキャンパス間交流を実施しました。この取組

を契機として、3キャンパスの学生会では、主体的に交流を深める機会を設け、キャンパス合同企
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画を計画するとともに、留学生の参加率向上に向けて継続的に検討を重ねています。 

 

③合理的配慮支援の強化と教職員の研修・啓発の実施 

教職員を対象とした PD研修会において、合理的配慮の基本的な考え方や本学における支援体制、

対応事例に基づく研修を実施し、発達障害や精神障害等への理解促進を図りました。また、1年生

を対象とした入学後半期でのモニタリングを初めて実施し、早期に状況把握と対応を行うことが

できました。さらに、合理的配慮申請から実施・モニタリングまでのフロー整理や、学部・事務部

門間での情報共有体制の強化に取組、教職員が学生一人ひとりに応じた適切な支援を行うための

体制整備を推進しました。 

 

④奨学金制度の周知と受給条件の理解促進 

2025年度より拡充された高等教育の修学支援新制度（多子世帯支援）が拡充されたことにより、 

本学における対象学生数は約 2倍となりました。制度内容や申請手続きについて、Universal  

Passport、メール、掲示等を活用し、在学生・入学予定者への早期周知を行うとともに、教育懇談 

会やリフレクションデーにおいて、年度末の適格認定制度や学修継続の重要性について注意喚起 

を実施しました。また、成績状況等を踏まえ、「警告」や「廃止」が見込まれる学生を早期に把握 

し、個別面談やアドバイザーとの連携による支援・指導を行うなど、制度理解の促進と継続的な学 

生支援体制の強化に取組ました。 

 

⑤「後援会」、「同窓会」の活性化支援と連携強化 

同窓会専用 Webページや SNS、同窓会報を活用した情報発信を行い、ホームカミングデーの催 

等を通じて卒業生との交流促進を図りました。ホームカミングデーには卒業生 41名、教員 14名 

が参加しました。また、後援会による学生支援や課外活動支援として、三木キャンパストレーニン 

グルームへのマシン寄贈や、3キャンパスにおける食事支援（定食に加え、うどん・そばへの 100 

円補助拡大）を実施し、学生の健康管理や経済的負担軽減につなげました。さらに、硬式野球部・ 

サッカー部のリーグ戦応援や吹奏楽部定期演奏会への鑑賞支援などを継続し、学生と後援会との 

交流促進を図りました。加えて、神戸山手キャンパスでは学生ラウンジのテーブル・イスを更新 

し、学生が安心して憩い、交流できる環境整備を行いました。 

 

⑥「教育懇談会」プログラムの改善 

教育懇談会については、各キャンパスにおいて学長講話、目的別ガイダンス、個別面談、茶話会

等を実施し、保証人と教職員が直接対話できる機会の充実を図りました。アンケートでは、「大学

での様子が分かり安心した」「個別面談で具体的な話が聞けた」「大学の支援体制が理解できた」な

どの意見が多く寄せられ、教育・就職・奨学金・学生生活に関する情報提供が保証人の安心感につ

ながる結果となりました。また、動画配信や資料提供等による情報発信の充実を進めるとともに、

開催時期や時間設定、個別相談の待機動線等についてアンケート結果を踏まえ、次年度に向けた

プログラム改善に取り組みました。 

 

⑦Universal Passport の活用、後援会通信の内容充実等による後援者との繋がり強化 

Universal Passport や動画配信等を活用し、保証人への情報提供を強化しました。また、教育

懇談会における動画配信や後援会通信の内容充実により、当日参加できない保証人への情報共有

を推進しました。 

 

⑧新入生オリエンテーションなどによる日本人学生と留学生の交流強化 

クラブ・サークル活動や学祭イベント、新入生オリエンテーション等を通じて、日本人学生と学 
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生の交流機会の創出に取組ました。留学生のイベント参加は増加傾向にあり、一定の交流機 

会は確保されましたが、今後は日常的な交流促進に向けた継続的な取組が課題となります。 

 

 

Ⅵ．多様な社会連携による教育・研究の重層化（中期計画目標領域Ⅵ） 

自治体や産業界、各種団体との連携を拡大し、学生の体験型学習フィールドを拡充するととも

に、双方の協力により、教育・研究活動を展開しました。 

 

①自治体との連携強化の推進 

連携協定を結んでいる神戸市、尼崎市、三木市と 3 件の新規プログラムを実施しました。連携

協定自治体とのプログラムでは延べ 691名の学生が参加しました。また、猪名川町とは、防災・減

災に関する連携協定締結に向けて協議を進めました。 

 

②産業界・業界団体との連携協定 

連携協定を結んでいる企業・産業団体と 3 件の新規プログラムと 2 件のサービス・ラーニング

を実施しました。連携協定企業・団体とのプログラムには、延べ 161名の学生が参加しました。ま

た、ANA クラウンプラザホテル神戸、都ホテル尼崎、（公財）神戸国際コミュニティセンターと連

携協定締結に向けて協議を進めました。 

 

③企業・団体からの寄付金講座等の拡充 

企業からの寄付講座は 1 件を開催しました。寄付金は 4 社から 120 万円の寄付をいただき、防

災士養成講座の充実に活用させていただきました。こうした支援体制のもとで、2025 年度の防災

士資格取得試験では 229名の学生が合格を果たしました。 

 

 

Ⅶ．グローバル人材育成の拡大と環境整備（中期計画目標領域Ⅶ） 

留学生数が 488 名と前年より 111 名増加し学内での多様化が進み、より丁寧な対応と、様々な

支援により中途退学率を 5％以内に抑えました。海外派遣については、短期のグローバルスタディ

が 14プログラム・126名、国際コミュニケーション学部のグローバル・リサーチが 15名、海外コ

ーオプ・プログラムが 3 名、交換留学が 1 名と合計 145 名の学生を派遣しました。新たな協定を

締結し、協定先大学は 20の国・地域で 104校となりました。2027年 4月からの双方向ダブルディ

グリーの派遣・受入を開始すべく、韓国・台湾の 5大学と協議を続けており、グローバル人材育成

の拡大と環境整備に努めました。 

 

①海外におけるリクルート活動並びに現地入試の拡大 

海外入試を 6 回実施し、本科は 25 年秋が 25 名及び 26 年春が 30 名の計 55 名、別科には 25 年

秋が 18名及び 26年春が 13名、計 31名が入学しました。 

 

②教育理念・教育システムの他言語による広報 

「海外留学／国際教育ガイドブック」を作成して 1 年生全員に配布するとともに、オープンキ

ャンパスでも活用しました。また、グローバル教育センターのフェイスブック・アカウントで月 2

回程度、ベトナム語で大学情報を発信しました。 

 

③海外大学との提携強化による国際編入学制度（ダブルディグリーなど）の拡充 

韓国・釜山外国語大学、台湾・静宜大学と双方向ダブルディグリーに関する協定を締結しまし
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た。その他、韓国・東西大学、台湾・世新大学・文藻外国語大学とも基本合意がなされており、派

遣にかかる要件（英語・修得科目等）の詳細も協議を続けています。 

 

④ニードベース（経済支援型）とメリットベース（学業成績褒賞型）を明確にしたアジア太平洋

奨学金制度の改正推進 

2 つの目的に沿った制度にすべく、授業出席率 80％と日本語能力試験 N2相当の要件を追加し留

学生からの申請を半期ごとに必須としました。他方、留学生が退学に至らないよう慎重に配慮し

つつ必要な学生に経済的支援が届けられるように整備しました。 

 

⑤ACP 加盟大学を中心とした海外提携大学との連携推進 

インドネシア・ダルマプルサダ大学との協定更新を始め、グローバル・リサーチとして新たに３

大学（英国・キール大学、ベトナム・ホーチミン経済大学、アメリカ・キャニオンズ大学）へ学生

を派遣しました。 

 

⑥世界展開力強化事業における学生交流、協働学習の発展 

派遣については R4採択プログラムが 10名、R5 採択プログラムが 30名渡航しました。また、受

け入れについては、2/28～3/11 に神戸プログラムを開講し、R4 採択プログラムでは学生 21 名教

員 5 名を招聘、R5採択プログラムでは 12名の学生・教員が参加し、2つの報告会で熱心な意見交

換が行われました。 

 

⑦相互互恵関係を前提とする海外協定大学の拡大 

大学間協定が未締結であった新たな 3か国・3 大学（リトアニア・ミーコラスロメリス大学、ブ

ルネイ・ＵＮＩＳＳＡ、トルコ・ネヴシェヒル・ハシ・ベクタシュ・ヴェリ大学）と協定を締結し

学生の交換留学の選択肢が拡がりました。 

 

⑧学生の英語力強化 

従来からのプライベートレッスンを継続しつつ、高度な英語力養成に取り組むべく新たに IELTS

講座を開講し合計 74名の学生が受講しました。 

 

 

Ⅷ．安全・安心・快適な環境整備（中期計画目標領域Ⅷ） 

安全・安心・快適な環境整備に向け、以下の施策を推進しましたが、一部については未実施とな

りました。また、期中に追加対応として、神戸山手キャンパス 2 号館 2 階女子トイレの改修工事

および三木キャンパス硬式野球部部室改修工事（第 2 グラウンド更衣室棟）を実施しました。ま

た、2026 年度の情報学部開設に向けて、神戸山手キャンパス 4 号館の改修工事を実施し、同学部

の教育・研究活動に必要な環境整備を行いました。 

 

①DX活用による効率化、省エネ運営（SDGsを意識した運営） 

教員の休日出勤申請手続のペーパーレス化や証紙販売のキャッシュレス化を実施し、大学にお

ける諸手続の一部について効率化を図りました。また、省エネ運営については、2025 年度におい

ても 5 月から 9 月を節電強化実施期間と位置づけ、軽装勤務の実施や空調使用エリアの限定等の

節電対策を行いました。 

 

②神戸山手キャンパス 4号館改修工事の実施 

情報学部（2026 年 4 月開設）の教育環境整備の一環として、神戸山手キャンパス 4 号館の改修
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工事を実施しました。本工事は、文部科学省「大学・高専機能強化支援事業」の助成金を活用して

進めたものであり、2025年 9月に着工し、2026年 2月末に予定どおり完了しました。 

工事では、屋上および壁面の防水工事、内部空間の漏水箇所の補修工事（壁・天井）、講義室の

AV機器設置、OAフロア整備、内装工事、ネットワーク整備工事、空調機更新工事、トイレ改修工

事等を実施し、情報学部の教育・研究活動に対応した施設環境を整備しました。 

 

 

Ⅸ．イノベーションと働きがいが共存する経営文化（中期計画目標領域Ⅸ） 

2025年度においては、教職員の成長・キャリアアップを支援、モチベーションを高め、DX化や

生成 AI 等を活用した業務効率化を図ることを目的に、組織見直しによる縦割りにならない協働

体制、人財育成のための新たな研修制度の実施、人事ローテーション制度の構築、勤務のフレキ

シブル化促進、働きがいのある職員評価制度の検討を進めました。また、2 年連続で新規学卒者

（3 名）の採用を行うことができたことにより、今後のローテーション異動体制の本格実施に向

けた基盤づくりを開始することができました。 

 

①人事ローテーション制度の構築 

事務職員の新規学卒者採用は、2023年度・2024 年度に続き、2025年度も 3名を採用しました。

人事異動については、本人の希望を踏まえつつ、ローテーションによる異動が可能となるよう、引

き続き希望調査の記述内容を考慮しています。事務職員の年齢構成は 50歳台前半が最多となって

いるため、年齢構成の正常化を図る観点から、今後も新卒採用を継続します。 

 

②職員意識調査の継続実施 

2024年度に引き続き、事務職員から自己申告書を提出してもらい、自由記述の中からメンタル・

フィジカルの両面での不調の兆しを発見し、面談等を通じ重篤化を防ぐことに努めてきました。

また、当該様式では異動希望についても確認しており、それを離職防止のための重要情報として

活用しました。 

 

③働きがいのある職員評価制度の検討 

現行の評価制度については、改良を重ねながら一定の運用実績を積み重ねてきました。2025 年

度は、作成要領への理解を深めるため、目標管理表の初期段階（重点目標及び達成基準の記入ま

で）において、人財育成課の関与を強化しました。 

 

 

Ⅹ．基盤の充実（中期計画目標領域Ⅹ） 

収入確保の強化に向けて、学費改定や補助金の獲得、寮費改定、新たな賃貸活用の検討など、多

面的な財源確保策を推進しました。また、財政改善 4 か年計画を踏まえ、キャッシュフロー及び

経常収支の改善を意識した 2026年度予算編成を行い、財務基盤の安定化に取り組みました。さら

に、大学における人件費比率及び人件費依存率についても、前年度から改善がみられました。 

 

①収入確保の強化（2026年度の学費の改定、補助金の増加策推進、外部資金の獲得） 

収入確保の強化に向けた取組として、2026 年度より 2 年次生以上を対象とした学費改定を実施

しました。また、外部資金の獲得については、経営改革支援に係る補助金である「令和 7年度私立

大学等経常費補助金『少子化時代を支える新たな私立大学等の経営改革支援』」（メニュー1および

メニュー2）の 2件を採択・獲得しました。さらに、三木キャンパス友愛寮については、運営状況

を踏まえ、寮費の改定を行いました。加えて、尼崎キャンパス 1階の幼保スペースについて、賃貸
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による新たな収入確保策の検討を進めました。 

 

②中期財務計画（収入、支出、損益分岐点等）の見直しと収益改善 

 財政改善 4 か年計画においては、2026 年度は「キャッシュフローベースの黒字化」が目標とさ

れており、2026 年度予算の編成においては、財政改善に向けて、キャッシュフローベースのみな

らず経常収支ベースでも黒字が確認できる予算を編成しました。 

 

③人件費率(人件費比率、人件費依存率)の改善 

大学における人件費比率は 46.6％（前年度 52.7％）、人件費依存率は 63.6％（前年度 68.0％）

となり、いずれも改善しました。 
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３）関西保育福祉専門学校 

 

Ⅰ．志願者の育成と確保（中期計画目標領域Ⅰ） 

〈修学支援制度の適用を受ける機関として収容定員の確保〉 

収容定員充足率の向上を目的として以下の施策を実施し、オープンキャンパスや入学相談会に

おける来校者数の増加を図り、昼間コース 70 名、夜間主コース 30 名の入学定員確保に努めまし

た。その結果、昼間コースは 70 名（長期履修生 19 名を含む）と定員を満たしたものの、夜間主

コースは 7名にとどまり、合計 77名（前年度比 12名増）となりました。 

 

①社会人募集対策による受験者増 

ホームページ内に社会人向け特設ページを開設し、夜間主コースや長期履修制度の周知を図り

ました。さらに、実習先の幼稚園・保育園に夜間主コースの案内を直送し、保育補助として働いて

いる職員への周知を図りました。また、社会人を対象としたジオターゲティング広告を 6 月、11

月および 12月に実施するとともにランディングページを制作しました。その結果、夜間主コース

に 6 名、昼間コースに 6名合計 12名（昨年度比 5名増）の社会人が入学しました。さらに、近隣

のハローワーク 19カ所を訪問し、委託訓練生の受講斡旋を呼びかけた結果、13名（昨年度比 7名

増）の受講者がありました。 

 

②高校生募集対策による受験者増 

高校生募集対策として、高校ガイダンス（263 回）や会場ガイダンス（19回）、重点校への高校

訪問（178校）、本校でのオープンキャンパス（体験授業等 32回）のほか、来校型オープンキャン

パスを 1 回(兵庫県立西宮甲山高校)実施しました。しかしながら、結果として、高校新卒者の入

学者は昨年度と同数の 52 名（うち夜間主コース 1 名）にとどまりました。新たな取組としては、

難波愛の園幼稚園、汐江ふたば保育園の協力により、「保育現場体験」を実施したところ、保育現

場体験者から 9名の出願者がありました。 

 

③Web、学校案内パンフレット、SNS等を活用した情報発信 

ホームページや学校案内パンフレットに学校の詳細な情報を掲載するとともに、Instagram 等

SNS を積極的に活用しました。Instagramは投稿 71本うちリール動画 16本、ストーリーを多数発

信し、動画投稿の平均閲覧数は 3,040回、合計再生数は 48,640回となりました。また、広報媒体

企業のオファーシステムや進路情報誌へ本校の紹介記事を掲載するなど、受験者に対して本校の

特徴や魅力を直接的かつ効果的に発信しました。 

  

 

Ⅱ．教育の質の向上（中期計画目標領域Ⅱ） 

〈教員の資質の向上を図る〉 

関西国際大学の教員を招聘した研修会の実施に加え、同大学主催の PD研修会へオンラインで参

加したほか、職能団体が主催する研修会にも積極的に参加し、教員の資質向上に向けた取組を推

進しました。さらに、教育課程編成委員会および学校関係者評価委員会をそれぞれ 2 回開催し、

外部委員との意見交換を通じて、教育課程や学校運営に関する多角的かつ客観的な視点を得るこ

とができました。 

 

①関西国際大学との連携による多様な学生への理解深化や生成 AI の教育への活用 

4 月には、関西国際大学の教員を招聘し、「多様化する学生への対応」をテーマとした研修会を

開催しました。さらに、8 月、9 月および 2 月に開催された同大学主催の PD 研修会にもオンライ
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ンで参加したほか、8 月に同大学大学院の公開講座「不登校児童・生徒へのオンライン授業の可能

性」にも参加し、教育実践に資する新たな知見を得ることができました。 

 

②教育課程編成委員会、学校関係者評価委員会の開催 

本校の教育課程および教育方法の改善を図るため、保育現場で活躍する施設職員や社会福祉協

議会の職員を委員とする教育課程編成委員会を、9月および 2月に開催しました。 

さらに、10 月および 3 月に学校関係者評価委員会を開催し、自己評価に対する外部評価を受け

ました。総合評価は「適切」とされ、自己評価の結果は評価項目 36 項目中「適切」が 34 項目、

「やや適切」が 1項目、「やや不適切」が 1項目となっています。 

 

③各府県の保育士協会主催の意見交換会等への参加による他園・他校の状況把握と授業への活用 

全国幼稚園教員養成機関連合会（8月・10月）や全国保育士養成協議会（8月）のほか大阪府私

立幼稚園連盟（7月）、兵庫県内認定こども園関係団体協議会（7月・10月・2月）、兵庫県保育協

会（12月）などとの情報交換会に教員を派遣し、実務に関する知見を得るとともに指導力の習得・

向上に努めました。 

 

④関西保育福祉専門学校紀要の発行（アカデミックポートフォリオの蓄積） 

紀要の発行については、当初 3 月を予定していましたが、新年度の教員編成および今後の教員

採用の状況を踏まえ、2026年 8月までに発行することとしました。 

 

⑤教員相互の授業参観による教育技術向上等に資するための相互評価 

 授業内容（模擬保育・実習指導等演習教科）により、他の教員の授業を参観し、授業改善を行っ

てきました。 

 

⑥実習先訪問での学生の状況把握と実習先ニーズの把握による授業工夫への活用 

実習先訪問した際に実習側から学生の様子（態度・理解度・実行力・記録）をヒアリングし、教

員間で共有しました。また、実習先が重視していること（技術面より社会人としてのマナー・学ぶ

姿勢・コミュニケーション等）を実習指導の授業で行いました。 

 

⑦姉妹提携幼稚園等の保育施設の実習指導者や卒業者を招聘しての研修会の開催 

4 月に実習先の実習指導者との連絡会を開催し、効果的な実習指導に向けた情報交換を行いまし

た。6月および 11月には姉妹提携園等との就職説明会を、12月には卒業生を講師とする研修会を

開催し、学生の進路選択を支援しました。 

 

〈学生の資質向上を図る〉 

 自ら課題を見つけ、考え、判断し、行動できる人材の育成を目指し、実習評価に基づく個別面談

を実施しました。さらに、自己評価と他者評価を比較・検討させることで、自己分析につながる取

組も行いました。また、保育者として必要な社会的マナー等を身につけるための講座を開催する

とともに、関西国際大学への編入学支援も進めました。 

 

①自ら課題を見つけ、自ら考え、判断できる人材の育成 

学習習慣の確立ができるように、各教科で、明確な学習目標の設定をし、グループディスカッシ

ョン・模擬保育を重視した演習を行うことで、興味・関心を引き出す授業の工夫や自分の意見を伝

える力や課題に向き合う力を育ててきました。 
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②実習評価（自己評価と他者評価）による自己分析と自己改善につなげる取組 

学生支援として実習先のマッチング調整、事前連絡、実習訪問、教員間の情報共有を行いまし

た。実習先からは概ね高評価でしたが、専門性向上に関する課題（状況判断や安全・保育管理をも

っと強化すること（視野を広げる））も示されました。実習後、学生自身が実習を振り返り自己評

価し、実習先の評価と比べて、学生が課題を理解し成長できるよう、課題の明確化と行動改善につ

なげ、授業と実習を循環させながら専門性を高めていきました。 

 

③社会的マナーや規律意識の醸成に関する指導 

全学生を対象として、7月に兵庫県弁護士会による特別講座「学生がインターネットトラブルを

避けるための基礎知識を学ぶ」を、また、7 月および 10 月に 2年生を対象として、租税教室など

の特別講座を開催し、社会的知識の習得を支援しました。12 月には、特別講座「先輩の経験から

学ぶ」を実施し、学生が進路や実習に向けた具体的なイメージを得る機会を提供しました。 

 

④関西国際大学への編入学者の増加 

学生が保育士資格および幼稚園教諭二種免許を取得したうえで大学教育を受け、より幅広い視

野を身につけ、社会に求められる人材となることを目的として、関西国際大学教育学部教員およ

び本校出身学生による編入学制度説明会を実施しました。その結果、既卒者 1名を含む 4名が 2026

年度に関西国際大学教育学部に編入学しました。 

 

 

Ⅲ．安全・安心で快適な教育環境の整備（中期計画目標領域Ⅲ） 

〈教育環境の計画的な整備〉 

西館における老朽化したガスヒートポンプ（GHP）設備の更新や、本館・西館の照明器具の LED

化が急務であることから、2026 年度以降の予算措置を講じました。また、校舎への損傷リスクの

ある樹木については、伐採・剪定を完了しました。 

 

①中長期修繕計画（老朽化した設備の更新や樹木の伐採等）の作成 

18年前に設置した西館の GHPについては、2026年度に設備更新を行うための予算措置を講じま

した。 

 

②蛍光管製造中止に対応した LED 照明器具への移行 

蛍光灯の製造が 2027 年末に終了することを踏まえ、2026 年度および 2027 年度の 2 カ年で照明

器具の LED 化を進めるための予算措置を講じました。2026 年度は、本館の照明器具を夏季休暇中

に LEDへ移行する予定です。 

 

③樹木管理費用の軽減のための樹木（大木・中木）伐採 

校舎への損壊リスクがあるクスノキや、倒木の恐れがあるシュロなど計 13本を伐採し、併せて

桐の木の剪定を実施しました。これにより、樹木管理にかかる将来的な費用負担を軽減するとと

もに、建物への損壊リスクを大幅に低減しました。 

 

④東館の関西国際大学「尼崎大物キャンパス」への利用移行に伴う西館・本館での運用準備 

関西国際大学別科の東館への移転に伴い、保育科の授業はすべて西館および本館で実施するこ

ととしました。これに合わせて、西館 1 階にあった模擬保育室を 4 階へ移設し教室として活用す

るとともに、西館 1階の演習室を教室へ改修するなど、必要な教室の確保を図りました。 
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Ⅳ．基盤の充実（中期計画目標領域Ⅳ） 

本校の中長期的な発展につなげる収益構造の改善を図るため、教育改善費や実習費など学納金

および追・再試験手数料等について見直しを行いました。これらの改定により、2026 年度以降の

収益構造は改善が見込まれます。 

 

①2026 年度学納金の改定 

経営基盤の安定を図るとともに、昨今の物価高騰への対応及び教育環境の一層の充実を目的と

して、2026年度入学生を対象に学納金を年額 45,000 円増額することとしました。内訳は、入学金

20,000円の減額、実習費 5,000円の増額、教育改善費 60,000円の増額です。 

 

②入学検定手数料、追・再試験手数料等の見直し 

これまで、免除していたオンライン型 AO 入学試験出願者の入学検定料(20,000 円)について、

2026 年度入学生から徴収することとしました。また、追試験手数料(500 円)および再試験手数料

（1,000円）を一律 1,500 円に改定しました。さらに、各種証明手数料(平均 300 円)については、

卒業生を対象に一律 700円に改定することとしました。 

 

 

Ｖ．教職課程の実地視察調査 

 2026年 1月に文部科学省による教職課程の実地視察調査を受け、その結果、「一部に是正すべき

点はあるものの、教育課程や教育研究体制は基準を満たし、良好に実施されている」との評価を得

ました。 
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４）神戸山手グローバル中学校・高等学校 

 

基本方針 

創立 100 周年を機に、2025 年度をグローバル化に対応する学校教育改革の初年度と位置付けまし

た。 

 

Ⅰ．志願者確保に向けての発信情報の充実と連携の強化 

広報活動の充実と校塾連携の強化を進めることで、本校の教育内容や特色の発信力を高めるこ

とができました。また、多様な入試制度の定着と海外ルーツ生への働きかけにより、中高ともに志

願者・入学者の増加につながりました。 

 

①ホームページ、インスタグラム等による発信量の増加 

YouTubeとインスタグラムによる発信を 18回行いました。 

 

②学習塾と中学校への訪問及び広報研修の定例化 

学習塾（1191 教室）と中学校（211 校）への訪問を 6 回以上行いました。広報研修を２回実施

しました。 

 

③学校説明会、オープンスクール、入試相談会、教育講演会等の実施及び校塾連携の推進 

学校説明会は中高各 3 回、オープンスクールも中高各 3 回、入試説明会（プレミアム説明会含

む）中高各 9回、入試相談会は中高各 4回、月例体験講座 12回、プレテスト 2回、プレテスト解

説会 2回、シェア図書館 5回、eスポーツ大会 2 回、リスニングチャレンジ 2回、教育講演会を 3

回実施しました。学習塾主催の入試イベントに 5回参加しました。 

 

④多様な中学入試の定着及び高校入試における海外ルーツ生、帰国生の受け入れ強化 

中学入試は適性検査型、自己アピール型、英語重視型等、多様な入試が定着し、志願者が増加、

結果、入学者が 17名増加しました。高校入試は海外ルーツ生、帰国生の受け入れを強化し、志願

者が増加、結果、入学者が 27名増加しました。 

 

⑤海外ルーツ生獲得への連携ネットワークの活用とダイレクト・マーケティング 

海外ルーツ生獲得については、対象国によってネットワークの活用とダイレクト・マーケティ

ングを使い分けました。 

 

 

Ⅱ．教職員の資質向上 

授業改善や研修体制の充実を進めるとともに、研究授業や各種分析会を通じて教育実践と評価

の質向上を図ることができました。また、生成 AI や ICT 機器の活用、働き方改革の推進により、

教育活動と校務運営の両面で改善を進めました。 

 

①カリキュラム・マネジメント（OJT）による授業改善 

授業満足度調査を 2回実施、教員研修会における「振り返り」と「気づき」を確認し、ワークシ

ョップを通じて授業改善につなげました。 

 

②言語翻訳機器の活用研修 

言語翻訳機器の活用研修会を 11回（教職員 3 回、生徒 8回）実施しました。 
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③私学連合会主催研修の参加（Off-JT）によるフィードバック強化 

私学連合会主催の研修会に 5 回参加（Off-JT）し、職員会議等でフィードバックを行いました。 

 

④研究授業、定期考査・模試分析会等による教育実践と教育評価の充実 

研究授業 10教科が 2回、定期考査・模試分析会 5回、大学入学共通テスト勉強会 1回、学校評

価 2 回実施しました。 

 

⑤競争的資金の獲得と第三者評価による教員の指導法を見直し、改善を模索 

競争的資金 8件を獲得し、第三者評価を通じて改善する機会を設けました。 

 

⑥生成 AIを活用した PBL型校務の定着や出退勤管理等の改善による働き方改革の実践 

「Blend」を通じて、PBL 型校務を定着させ、管理職主導で、出退勤を管理、働き方改革を推進

しました。 

 

 

Ⅲ．グローバル人材育成の拡大と英語教育 

英語教育の充実とグローバル教育の深化を進めることで、生徒の英語力や日本語力、多文化理

解の向上につなげることができました。また、国際協働学習やイマージョン教育、海外交流を通じ

て、世界で活躍できる資質・能力の育成を推進しました。 

 

①英語教育に関する到達目標設定、シラバス作成とそれに基づく授業実践 

英語の到達度について、CEFR・英検換算で、中学は「中学卒業程度」（日本英語検定協会）以上

の生徒が 69名から 89 名（129％）に増加しました。高校は「高校中級程度」以上の生徒が 124名

から 178名（144％）に増加しました（英検準１級レベルを含む）。 

 

②ダブルディグリーとジョイントディグリーの教育課程の編成と卒業判定 

1.5 年留学の海外ルーツ生 10 名全員が N2 レベルに到達、ダブルディグリーを活用して卒業し

ました。うち 8名が日本の大学に進学しました。 

 

③ネイティブ教員導入による生徒の 4技能の到達度向上 

グローバル選抜探究コースにおいては、『EDU Port ニッポン応援プロジェクト』（文部科学省）

に参画し、英語プログラミングを通じてインド、フィリピンの 3校と国際協働プログラムを実践、

社会貢献に寄与しました。 

 

④英語イマ―ジョン授業による学習意欲の向上と科目横断型の知識・スキル習得の強化 

ネイティブ教員の単独の授業を全コースで導入しました。グローバル選抜探究コースにおいて

はネイティブと日本人の２人担任制を実施しました。また、英語イマ―ジョン授業（情報、家庭

科、音楽）に中学の数学・理科を加えました（日本私学教育研究所の委託研究に指定、成果報告し

ました）。 

 

⑤多文化共生理解に資するプログラムの実施による生徒のグローバル・マインドの涵養 

「グローバル探究キャンプ」を夏期・冬期に 2回実施し、「校内模擬国連」はじめ、多文化共生

理解に資するプログラムを実施しました。 
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⑥海外ルーツ生を対象とした日本語指導とキャリア教育を行い、進路保証を強化する 

海外ルーツ生を対象とした日本語講座を 17回行いました。また、到達度テストに基づき、全教

員で日本語講習を 5回行いました。その結果、日本語能力試験（JLPT）では海外ルーツ生が N1に

4名、N2に 12名合格しました。 

 

⑦教育協定校との交流プログラム及び日本人生徒と留学生の交流イベントによる異文化コミュニ

ケーション力の涵養 

フィリピンのサンペドロカレッジ高等部と交流プログラムを実施しました。また、中国の高校 2

校ともオンライン探究交流を実施しました。 

 

 

Ⅳ．個別最適な学びと協働的な学び（探究） 

AI や DX を活用した個別最適な学びと協働的な学びを推進するとともに、生徒支援体制の充実

を図ることができました。また、全国規模の探究活動や文部科学省事業への参画を通じて、次世代

型の教育実践を深化させることができました。 

 

①タイムマネジメントシートに基づく個別最適な学びの実現 

タイムマネジメントシートに基づく AI を活用した「サマライズタイム」（8 回）、リフレクショ

ン・アワー及びコーチング（6回）、アドバイスシート（6回）を 20回実施し、個別最適な学びを

強化しました。 

 

②「BLEND」を活用した『令和の日本型学校教育』の実践及び電子図書館の活用 

「BLEND」を活用し、『令和の日本型学校教育』（文部科学省）を実践しました。大阪市立中央図

書館と連携した電子図書館の活用も継続しました。 

 

③要配慮生徒を対象にした「KOKO ROOM」（学習支援室）とカウンセラールームの活用 

要配慮生徒を対象にした「KOKO ROOM」（学習支援室）とカウンセラールームを活用し、改善率は

90.4％となりました。 

 

④協働的な学びに向けた全国レベルのイベントへの参加（『Ring』（リクルート）など） 

協働的な学びに向けて、全国レベルのイベントとなる『高校生 Ring』（リクルート）に参加し、

全国 167校 3万 4,206 人の中からセミファイナリスト 30組に残りました。 

 

⑤文部科学省の『高等学校 DX 加速化推進事業』（DX ハイスクール）『高度外国人材子弟の教育環

境整備に係る調査研究事業』『学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業』等へ

の積極的参画 

文部科学省の『高等学校 DX加速化推進事業』（DXハイスクール）『高度外国人材子弟の教育環境

整備に係る調査研究事業』『学びの保障・充実のための学習者用デジタル教科書実証事業』を活用

しました。 

 

 

Ⅴ．中高大連携 

学院内連携を活用した高大接続や教育活動の充実を進めることで、生徒の進路意識の向上と関

西国際大学への接続強化につなげることができました。また、大学・幼稚園との多様な連携を通じ

て、実践的な学びと交流の機会を拡充しました。 
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①学院内（大学、幼稚園、専門学校）の連携強化 

連携プログラム（教育学部 4 回、保健医療学部 2 回、グローバル学部 2 回、情報学部 4 回）を

実施しました。また、幼稚園との連携も 2回行いました。関西国際大学より秋学期以降、インター

ンシップ生を派遣していただき、海外ルーツ生の日本語指導の補助を行いました。クラブでは、吹

奏楽部が大学の定期演奏会でコラボする機会を得ました。 

 

②大学の学生募集イベントへの参加、高校生対象説明会や高 3生対象個別相談会等の実施 

大学の学生募集イベントへの参加に加え、高校生を対象とした説明会や高 3 生を対象とした個

別相談会を 5回実施しました。 

 

③「併設校学習履歴テスト」を活用した関西国際大学への入学者の増加 

「併設校学習履歴テスト」を 5 回実施し、関西国際大学への接続を強化しました。8 名が関西国

際大学（教育 2名、情報 2名、保健医療 2名、心理 2名）に進学しました。 

 

 

Ⅵ．学外機関との連携によるキャリア支援と進路保障 

校内予備校や進路講演会の充実により、生徒一人ひとりの進路希望に応じた支援体制を強化す

ることができました。また、海外ルーツ生への多言語による進学支援や生活支援を通じて、安心し

て進路実現を目指せる環境づくりを推進しました。 

 

①校内予備校「山手アドバンスゼミ」の継続による希望者ニーズに応えた機会の提供 

校内予備校「山手アドバンスゼミ」（英語・国語・数学）を年 180回実施し、大学受験対策を行

いました（英語発展 33回＋英語標準 38回＋国語発展 33回＋国語標準 38 回＋数学 38回）。 

 

②行知学園の中国語による校内予備校や進路説明会の開講等の留学生の進学支援ニーズへの対応 

海外ルーツ生を対象に、中国語による校内予備校 6 回及び進路説明会 3 回、保護者対象進路説

明会 1回を行いました。また、生活支援員 4名を配置し、メンタル面でのサポートも行いました。 

 

③教育関連企業の進路講演会及び説明会の実施による進路意識と準備スケジュールの理解促進 

ベネッセ・駿台による進路講演会を 3回、大学入学共通テスト後に出願検討会を行いました。 

 

 

Ⅶ．クラブ活動の活性化 

クラブ活動の活性化と競技力向上を進めることで、高い加入率を維持するとともに、全国大会

での優秀な成果につなげました。また、地域連携や芸術分野への対応を通じて、生徒の多様な才能

や進路実現を支援しました。 

 

①クラブ活動の加入率 90％以上の維持 

クラブ活動の加入率が 96％になりました。 

 

②強化クラブ（陸上、吹奏楽、卓球）の全国大会出場者の増加 

強化クラブでは、陸上 26名、吹奏楽 2名、卓球 14名の計 42名（延べ人数）の全国大会出場を

果たしました。陸上部では「走高跳」で１名、スポーツクライミングでは「ボルダリング」で１名

が全国大会で優勝しました。 
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③神戸市・神戸市教育委員会と連携した「スポーツクライミング」部の地域展開 

神戸市・神戸市教育委員会と連携した「スポーツクライミング」部（NPO 法人化）の地域展開を

実践し、全国大会に出場しました。 

 

④「アート」部拡大による海外ルーツ生の美術系の大学及び総合大学の芸術系学科進学への対応 

「アート」部を拡大し、海外ルーツ生の美術系の大学及び総合大学の芸術系学科進学への対応

を行い、合格者を輩出しました。 

 

 

Ⅷ．安全・安心・快適な環境整備 

DX を活用した効率的で持続可能な学校運営を推進するとともに、中長期修繕計画に基づく施設

整備を進めることで、教育環境と安全・衛生面の充実を図ることができました。 

 

①DX活用による効率化、省エネの学校運営の推進 

省エネの学校運営に向けて、厨房設備の整備による電気・ガス・水道代の削減及び節電の注意喚

起を掲示するなど節電を推進しました。 

 

②中長期修繕計画に基づく修繕・整備の実施 

中長期修繕計画に基づき、食品衛生の向上のための食堂の厨房設備の整備（食器洗い洗浄機・包

丁・まな板殺菌庫の整備）、中央館及びグローバル棟（旧音楽棟）の雨漏りの修繕、食堂、3 階職

員室、241室及びグローバル棟（旧音楽棟）の空調施設の整備を行いました。 

 

 

Ⅸ．基盤の充実 

生徒数の増加による収益改善を進め、中期財務計画の目標を達成することができました。また、

友松会・育友会との連携強化を通じて、奨学金や寄付金の充実につなげることができました。 

 

①生徒数の増加による中期財務計画に基づく収益改善 

生徒数の増加によって収益が改善され、中期財務計画目標を達成しました。 

 

②友松会、育友会との連携強化による奨学金、寄付金の拡充 

友松会、育友会と連携し、奨学金１件、寄付金 18件を獲得しました。 
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５）認定こども園 関西国際大学附属 難波愛の園幼稚園 

 

Ⅰ．園の特色を活かした子どもの主体的な活動による学びの推進 

環境整備と新しい教育課程の施行を進める中で、子どもたちが主体的に遊び込む姿が見られて

います。保護者アンケートでは、「本園の教育目標に基づいて教育保育を行っている」の肯定評価

が 100％となり、4段階評価の最高評価は前年度から 11.9 ポイント上昇し 76.3％となりました。

さらに、「園庭やビオトープなどの自然環境を活かした教育・保育は、子どもの成長に良い効果が

ある」の項目では、最高評価が 6 ポイント上昇し 91.4％となりました。これらの結果から、教育

内容は保護者からも高い評価を得ています。 

 

①園の特色であるビオトープ・芝生・自然遊具、安全な給食の整備・維持 

2025 年 6 月自然遊具、園庭全面への芝生敷設が完了しました。木の棒等の自然素材での創作遊

びに広がりがみられました。園児がよく遊ぶ場所には芝生が生えてこない等、芝生の定着には課

題が残りました。 

 

②主体的な活動を可能とする教育課程再編成と保育実践の蓄積 

クラスの枠を超えた自由に選べる遊びが実施できる「うきうきタイム」の時間を設定、園児が自

ら遊びに熱中し工夫をしていく保育実践を行うことができました。 

 

③集団で共有できる提示モニタ等 ICTの整備 

 大型モニタを年中・年長クラスの各教室、子育て支援ルームの合計 7 台を新たに配置し、各人

の活動をクラス全体で共有できる環境を整備しました。 

 

④道路横断時の警備者の配置や学年単位の教室配置による子どもの自由や動きの確保 

 保護者ボランティアを実施し、園外に出る活動などで活用しました。学年の保育室を横並びに

することで、4歳児、5歳児はクラスの垣根を越えて、遊びを展開しました。外遊びも時期を限定

して実施し、2 学期後半には、4，5歳児全体でグラウンド・ビオトープを活用した子どもたちの興

味関心に応じた活動をダイナミックに展開、発信意欲の高まりが見られました。 

 

 

Ⅱ．教職員の資質向上と保育教諭の安定確保 

 幼児グループ、乳児グループそれぞれに関西国際大学の教員の指導の下、定期的・継続的な研修

を実施し、また外部研修や個人目標達成に向けた取組等により、園としての実践力を高めること

ができました。 

実習指導では、360度カメラを使ったセルフモニタリングの実施や実習期間に実習生への中間ア

ンケートを実施しその後の指導に反映できるようにするなどの取組を実施。実習後に本園の就職

に応募する学生もおり、求人を上回る応募者獲得に繋がりました。 

 

①大学主催の研修講座の活用と大学教員の定期訪問による園内研究の深化 

大学教員による園内研究を年間 8 回実施しました。 

 

②園務分掌および保育の個人目標の明確化 

 園務分掌と保育の個人目標を設定し、目標達成に向け担当者が共有し、目標達成への取組をグ

ループで推進し成果を上げることができました。 
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③OJTを活かした年間の研修の整備による実践的な力の育成 

 個人が園外研修で学んだことを実際に実践し、その成果を交流し共有できる機会を設定しまし

た。 

 

④映像によるセルフモニタリングを生かした分かりやすい実習指導の実施 

 360度カメラの台数が足りず、大学から追加で貸与を受け実施しました。保育の形態に応じてタ

ブレット等の機材での録画も含めて進めていくことを検討しました。 

 

⑤現場体験の場としての大学・専門学校学生の積極的受け入れ 

学生による夏祭りの出店、親子学級を実習の場として新たに提供できました。 

 

 

Ⅲ．保護者や地域のニーズに合った支援 

 新たに取り組んだ、画像を使った連絡帳やドキュメントシートさらに動画配信回数の増加や園

からの手紙のデータ配信等については 9 割以上の保護者が肯定的な評価を得ました。保護者ボラ

ンティアや行事への来園時に短時間の参観を実施したことなども含め、保護者が園とつながる機

会が増えました。未就園児の子育て支援事業は、尼崎キャンパスと本園実施の併用が可能となる

一括登録制を敷き、大学からの送迎バスを運行したこともあり、利用者は総数で 86 人と 29 人増

となりました。また、受け入れ態勢を整え、プレ幼稚園の参加者が増加し、満三歳児入園も 22人

と 5 人増となり、早期園児獲得に繋ぐことができました。 

 

①子どもの将来を保護者と共に見つめるための日々の連携の強化 

 保護者アンケートでは「保護者会活動など親同士のつながりが広がるような活動は必要だと感

じる」の最高評価はまだ 5割弱だが 15％と大きな伸びが見られました。 

 

②映像を活用した情報発信の強化 

 ホームページは未就園児を中心とし、園内のみ公開の園システムアプリに注力してドキュメン

トシートや連絡を配信、さらに多くの希望があった動画の頻度を倍増させました。 

 

③保護者による園評価等の結果公表と対応の説明 

 ホームページに結果を掲載するだけでなく、アンケート結果を受けての今後の対応について、

次年度に活かせるよう、保護者会をはじめ園内で協議・検討しました。 

 

④地域のニーズに合った子育て支援による、園希望者の増加 

 子育て支援の場は、孤立した子育てになりがちな、特に 0 歳児の親のニーズが高く、毎回定員

を超える希望者があり、募集停止としていました。 

 

⑤満 3 歳児クラス、プレ幼稚園（週 3日）の定員増 

 満 3歳児クラスを 2 クラスとし、受け入れ人数を増加させました。 

 

⑥小規模保育園等との連携促進及び提携園化 

 保幼連絡会を開催し、近隣の認可外小規模保育園との連携を深め、入園説明や情報交換を別途 

実施、3学期には、集団活動体験ができる機会も提供できました。 

 

⑦大学と連携した尼崎キャンパスにおける子育て支援事業の充実と親子送迎バスの運行 
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 尼崎キャンパスにおいては、0・1歳児親子、1～3歳児親子の 2グループの子育て支援事業「ど

ーなっつ」を開催しました。本園への誘導のための、親子送迎バスの乗車人数は各回 3～6組で推

移しました。乗車経験者 11 組で本園の子育て支援事業参加に繋がっています。また 0 歳・1歳の

子育て支援事業へのニーズが特に強く、毎回定員を超える応募がありました。 

 

⑧大学周辺における附属園としての露出アップ 

 子育て支援実施時に「難波愛の園」ののぼり旗を掲げ、スクールバスの運行コースに大学周辺を

加える等の取組を行い、駅前商店街のイベント実施時のポスター・チラシの配布を実施しました。 

 

 

Ⅳ．安全・安心な環境づくり 

 避難訓練では、地震、火事、不審者などの分類だけでなく、負傷者がいる場合、通行できない場

所がある場合、職員数が少ない場合など、細かな設定のもと、様々な状況を想定して行ったとこ

ろ、臨機応変に対応する実践力が身についてきています。 

保護者アンケートでは避難訓練についての評価は 5％以上アップしていますが、安全設備に関す

る最高評価は 6割に満たない状況のため、通用門の整備等の安全設備について検討します。 

園庭全面の日よけができ、外遊びの時の安心感がありますが、熱中症アラートの発令により外

遊びができない日が多くありました。 

 

①複雑化する体調管理、事故に対応できる専門的な人材の確保等による体制強化 

園医（小児科）との連携の強化を図り、園児の体調不良の際にビデオ通話で相談して指示を仰ぐ

などの対応が可能となったことで、園児の安全確保や保護者の安心につながりました。 

 

②事故発生調査を活用した整備・活動調整等の対策の実施 

 園児の怪我などが発生した際には、共通の様式を用いて状況などを詳細に振り返り、環境を整

備し、園児への指導を強化しました。また、その記録を保護者への報告の際に使用することで、怪

我の経緯や詳細を伝えることができました。 

 

③施設設備・備品のメンテナンスの強化、北館・スクールバスの座席の修理 

施設設備（南館空調の全室内機器の洗浄とメンテナンス、ホール内舞台緞帳機器・ワイヤー交換

等を含めたフルメンテナンス、保有グランドピアノの調律、給食厨房機器（3段炊飯釜）の買替更

新）、設備備品のメンテナンスの強化、北館水道機器・備品の交換修理、スクールバス 3台の座席

シートカバーの全張替修理等を実施しました。 

 

④3 歳児複数担任化 

 保育室とトイレなど、園児が 2 か所に分かれる場面でも、分担して人の配置ができるようにな

り、これまでは目が行き届かなかった場所も保育教諭が見守れるようになりました。園児情報や

保育内容の共有等、複数担任間の連携強化を進めています。 

 

 

Ⅴ．経営基盤の安定化に向けた経営改善 

尼崎キャンパス実施子育て支援事業から、本園の事業への参加者は 19 人（次年度 3 歳児 2 人、

2歳児 10人、1歳児 7 人）となりました。さらに、JR尼崎駅周辺より３歳児 2名、満 3歳児 2名

の新入園があり、26年度より大学に園バスの停留所を設けることとなりました。 

3 歳児の 1号認定の園児数は募集人数を超え今年度も募集停止としました。そのうち、2歳児段
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階から満 3 歳、プレ幼稚園、親子子育て支援事業への参加者が 76％であり、早期の関係づくりが

功を奏しています。残りの 24％のうち連携園 2園からの入園、卒園児の弟妹が大半を占めました。

弟妹の優先入園や認可外小規模との連携を深めることが重要だと考えられます。25 年度は 2 月に

なり、入園が決まっていた併願の 1号認定児が 2号に流れたため、最終の 3歳児数は 71人に留ま

っています。今後は、認可小規模園との提携拡大を図ります。 

 

①現施設に合った適正定員規模の明確化 

 保育教諭 1 人あたりの担当園児数の減少に伴って教室数が不足することがあり、募集定員を制

限し、募集停止を積極的に広報しました。このことが、本園の附属園としてのブランディング化に

もつながりました。 

 

②優先入園の制度化と広報 

 兄弟や子育て支援参加者の優先入園等、入園を決める優先順序を広報することにより、園児の

弟妹の早期入園願書提出につなげることができました。 

 

③本園における学びのコンセプトを明確にした園案内、園 HP、園インスタの改訂 

 園案内や園インスタに本園の学びのコンセプトをキャッチーな言葉で発信しました。園 HP は、

未就園児の親を主なターゲットとし、学びの画像の精選、連絡事項の発信回数を増加等の変更を

加えました。 
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３.財務の概要 

（1）決算の概要 

①貸借対照表関係 

ア）貸借対照表の状況と経年比較 

固定資産については、当期の減価償却対象資産の減価償却額を計上したことにより、3,663千円

の減少となりました。また、流動資産については、有価証券の増加等により 76,143千円の増加と

なりました。その結果、資産の部合計は 72,480 千円の増加となりました。固定負債については、

長期借入金・長期未払金の来期支払予定額への振替等により、200,958 千円の減少となりました。

他方で、流動負債については、前受金・預り金・賞与引当金の増加等により、440,379千円の増加

となりました。その結果、負債の部合計は 239,422 千円の増加となりました。純資産の部合計は

166,942千円の減少となりました。 

 

 

 

イ）財務比率の経年比較 

 

②事業活動収支計算書関係 

ア）事業活動収支計算書の状況と経年比較 

2025（令和 7）年度の事業活動収入のうち、経常収入については、学生・生徒数の増加と学費改

定による学生生徒等納付金収入の増加、修学支援制度の拡大に伴う経常費等補助金の増等により、

昨年度より 734,913 千円の増加となりました。また、経常支出については、修学支援制度の拡大

に伴う奨学費の増加等により 341,034 千円の増加となりました。その結果、経常収支差額につい

（単位　円）

科目 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

固定資産 19,697,719,627 19,221,905,121 18,842,948,282 18,497,491,168 18,493,827,962

流動資産 3,443,725,019 3,655,157,536 3,666,925,621 3,945,768,206 4,021,911,144

資産の部合計 23,141,444,646 22,877,062,657 22,509,873,903 22,443,259,374 22,515,739,106

固定負債 2,761,734,748 2,525,029,413 2,340,613,059 2,149,476,023 1,948,518,484

流動負債 1,356,189,392 1,437,974,848 1,329,804,084 1,679,100,266 2,119,479,611

負債の部合計 4,117,924,140 3,963,004,261 3,670,417,143 3,828,576,289 4,067,998,095

基本金 29,523,632,954 29,805,960,251 30,153,599,513 30,622,730,160 31,318,992,926

繰越収支差額 △ 10,500,112,448 △ 10,891,901,855 △ 11,314,142,753 △ 12,008,047,075 △ 12,871,251,915

純資産の部合計 19,023,520,506 18,914,058,396 18,839,456,760 18,614,683,085 18,447,741,011

負債及び純資産の部合計 23,141,444,646 22,877,062,657 22,509,873,903 22,443,259,374 22,515,739,106

算 出 式 評価基準 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

運用資産余裕比率(年) (運用資産－外部負債)／経常支出 △ 0.501 0.510 0.586 0.619 0.628

流動比率（％） 流動資産／流動負債 △ 253.6 254.3 275.9 235.2 189.9

総負債比率（％） 総負債／総資産 ▼ 17.8 17.3 16.3 17.1 18.1

前受金保有率（％） 現金預金／前受金 △ 284.9 319.7 311.9 302.1 249.4

基本金比率（％） 基本金／基本金要組入額 △ 94.6 94.9 95.3 96.0 96.1

積立率（％） 運用資産／要積立額 △ 35.5 34.4 33.7 33.1 32.5

減価償却比率（％） 減価償却累計額／減価償却資産取得価額 ― 58.4 60.7 62.6 63.8 64.7

評価基準: (△)は値が高いほうがよい、(▼)は値が低いほうがよい、(－)はどちらともいえない。



33 

 

ては、393,879千円の改善となりました。特別収支については昨年度と比べ有価証券の売却が少な

かったこと、並びに今年度は特別賞与引当金繰入額を計上したこと等により、336,048千円悪化し

ました。このことにより、基本金組入前当年度収支差額は 57,832千円の改善となりました。基本

金組入額は今年度取得した関西国際大学神戸山手キャンパス 4 号館改修工事 361,154 千円の他、

借入返済等の組入額を加えた結果、第 1号基本金に 696,263千円を組入れました。 

 

（単位　円）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

学生生徒等納付金 4,180,942,920 4,046,500,422 3,781,855,851 3,629,098,130 3,919,858,986

手数料 53,680,748 46,548,778 47,780,480 50,801,470 66,288,760

寄付金 46,285,913 7,164,980 16,948,514 26,853,945 17,321,361

経常費等補助金 1,185,135,515 1,204,068,404 1,139,461,922 1,076,653,671 1,455,222,368

付随事業収入 201,802,636 207,944,722 193,971,578 197,074,292 242,846,151

雑収入 193,123,007 300,703,976 276,413,822 254,669,317 271,945,231

教育活動収入計 5,860,970,739 5,812,931,282 5,456,432,167 5,235,150,825 5,973,482,857

人件費 3,328,386,433 3,315,673,424 3,047,907,684 3,067,727,650 3,084,396,376

教育研究経費 1,801,384,323 1,900,032,550 1,831,539,383 1,811,187,817 2,115,266,031

管理経費 727,478,366 754,470,688 750,911,504 776,990,293 798,823,835

徴収不能額等 3,637,000 365,000 416,553 1,668,500 1,495,000

教育活動支出計 5,860,886,122 5,970,541,662 5,630,775,124 5,657,574,260 5,999,981,242

　　教育活動収支差額 84,617 △ 157,610,380 △ 174,342,957 △ 422,423,435 △ 26,498,385

受取利息・配当金 26,495,656 22,715,179 13,751,555 17,042,958 13,621,238

その他の教育活動外収入 683,569 800,945 180,018 0 2,821

教育活動外収入計 27,179,225 23,516,124 13,931,573 17,042,958 13,624,059

借入金等利息 37,679,496 36,179,402 34,413,011 32,435,299 30,427,868

その他の教育活動外支出 0 0 0 514 634,905

教育活動外支出計 37,679,496 36,179,402 34,413,011 32,435,813 31,062,773

　　教育活動外収支差額 △ 10,500,271 △ 12,663,278 △ 20,481,438 △ 15,392,855 △ 17,438,714

△ 10,415,654 △ 170,273,658 △ 194,824,395 △ 437,816,290 △ 43,937,099

資産売却差額 44,848,831 16,874,705 68,907,151 162,646,051 16,872,392

その他の特別収入 13,577,063 53,826,509 65,646,523 86,315,266 32,789,593

特別収入計 58,425,894 70,701,214 134,553,674 248,961,317 49,661,985

資産処分差額 3,372,619 6,508,641 13,859,799 33,724,585 6,160,216

その他の特別支出 5,410,422 3,381,025 471,116 2,194,117 166,506,744

特別支出計 8,783,041 9,889,666 14,330,915 35,918,702 172,666,960

　　　　特別収支差額 49,642,853 60,811,548 120,222,759 213,042,615 △ 123,004,975

39,227,199 △ 109,462,110 △ 74,601,636 △ 224,773,675 △ 166,942,074

△ 244,773,291 △ 282,327,297 △ 347,639,262 △ 469,130,647 △ 696,262,766

△ 205,546,092 △ 391,789,407 △ 422,240,898 △ 693,904,322 △ 863,204,840

△ 10,294,566,356 △ 10,500,112,448 △ 10,891,901,855 △ 11,314,142,753 △ 12,008,047,075

0 0 0 0 0

△ 10,500,112,448 △ 10,891,901,855 △ 11,314,142,753 △ 12,008,047,075 △ 12,871,251,915

5,946,575,858 5,907,148,620 5,604,917,414 5,501,155,100 6,036,768,901

5,907,348,659 6,016,610,730 5,679,519,050 5,725,928,775 6,203,710,975

事業活動収入計

事業活動支出計

事業活動収入の部

事業活動支出の部

特

別

収

支

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

科目

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

翌年度繰越収支差額

（参考）

事業活動収入の部

教

育

活

動

収

支

事業活動支出の部

事業活動収入の部

事業活動支出の部

　　　　経常収支差額

教

育

活

動

外

収

支
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イ）財務比率の経年比較 

③資金収支計算書関係 

ア）資金収支計算書の状況と経年比較 

2025（令和 7）年度の資金収入は、学生生徒等納付金収入、補助金収入、前受金収入等が増加し

た一方、資産売却収入等が減少したことにより、前年度と比べて 1,152,318 千円減少しました。

また、資金支出は有価証券購入支出、預り金支払支出が減少したこと等により、788,956千円減少

しました。その結果、繰越支払資金は前年度の 2,123,078千円から 95,161千円減少し、2,027,917

千円となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

算 出 式 評価基準 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

人件費比率（％） 人件費／経常収入 ▼ 56.5 56.8 55.7 58.4 51.5

人件費依存率（％） 人件費／学生生徒等納付金 ▼ 79.6 82.0 80.6 84.5 78.7

教育研究経費比率（％） 教育研究経費／経常収入 △ 30.6 32.6 33.5 34.5 35.3

管理経費比率（％） 管理経費／経常収入 ▼ 12.4 12.9 13.7 14.8 13.3

借入金等利息比率（％） 借入金等利息／経常収入 ▼ 0.6 0.6 0.6 0.6 0.5

事業活動収支差額比率（％） 基本金組入前当年度収支差額／事業活動収入 △ 0.6 △1.9 △1.3 △4.1 △2.8

基本金組入後収支比率（％） 事業活動支出／(事業活動収入－基本金組入額) ▼ 103.6 107.0 108.0 113.8 116.2

学生生徒等納付金比率（％） 学生生徒等納付金／経常収入 △ 71.0 69.3 69.1 69.1 65.5

寄付金比率（％） 寄付金／事業活動収入 △ 0.9 0.3 1.2 0.9 0.3

補助金比率（％） 補助金／事業活動収入 △ 20.1 21.1 20.6 20.6 24.3

基本金組入率（％） 基本金組入額／事業活動収入 △ 4.2 4.8 6.2 8.5 11.5

減価償却額比率（％） 減価償却額／経常支出 ― 10.4 10.4 10.4 9.7 8.9

経常収支差額比率（％） 経常収支差額／経常収入 △ △0.2 △2.9 △3.6 △8.3 △0.7

教育活動収支差額比率（％） 教育活動収支差額／教育活動収入 △ 0.0 △2.7 △3.2 △8.1 △0.4

事業活動収支比率（％） 事業活動支出／事業活動収入 ▼ 99.3 101.9 101.3 104.1 102.8

評価基準: (△)は値が高いほうがよい、(▼)は値が低いほうがよい、(－)はどちらともいえない。

（単位　円）

収入の部 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

学生生徒等納付金収入 4,180,942,920 4,046,500,422 3,781,855,851 3,629,098,130 3,919,858,986

手数料収入 53,680,748 46,548,778 47,780,480 50,801,470 66,288,760

寄付金収入 45,214,587 5,268,500 60,743,900 26,671,040 16,766,709

補助金収入 1,193,802,515 1,244,305,404 1,153,598,922 1,133,213,671 1,467,985,368

資産売却収入 265,088,241 226,378,020 139,043,854 1,254,597,192 119,990,946

付随事業・収益事業収入 201,802,636 207,944,722 193,971,578 197,074,292 242,846,151

受取利息・配当金収入 26,495,656 22,715,179 13,751,555 17,042,958 13,621,238

雑収入 193,530,546 306,204,701 253,382,721 259,718,452 273,565,124

借入金等収入 0 0 0 0 0

前受金収入 681,352,100 637,403,131 594,404,020 702,670,870 813,278,876

その他の収入 2,338,228,513 1,966,105,710 1,886,570,614 3,253,210,475 2,505,202,138

資金収入調整勘定 △ 1,058,889,607 △ 1,090,607,692 △ 935,845,796 △ 1,013,195,225 △ 1,080,819,206

前年度繰越支払資金 1,659,410,773 1,941,362,275 2,038,072,316 1,854,876,431 2,123,077,975

収入の部合計 9,780,659,628 9,560,129,150 9,227,330,015 11,365,779,756 10,481,663,065

支出の部 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

人件費支出 3,372,703,441 3,356,765,884 3,080,205,764 3,057,124,455 3,085,493,079

教育研究経費支出 1,270,714,827 1,356,185,428 1,324,923,087 1,339,530,104 1,646,509,664

管理経費支出 631,264,380 674,807,757 667,534,952 699,682,297 736,869,201

借入金等利息支出 37,679,496 36,179,402 34,413,011 32,435,299 30,427,868

借入金等返済支出 61,110,000 61,110,000 169,020,000 168,980,000 168,980,000

施設関係支出 63,106,548 133,712,381 98,836,057 264,009,985 429,001,981

設備関係支出 118,289,921 68,603,074 161,917,762 44,220,359 150,798,986

資産運用支出 281,584,587 219,268,500 376,317,329 1,066,381,727 307,599,153

その他の支出 2,368,771,321 2,066,539,552 1,920,875,217 3,041,009,927 2,368,692,233

資金支出調整勘定 △ 365,927,168 △ 451,115,144 △ 461,589,595 △ 470,672,372 △ 470,626,515

翌年度繰越支払資金 1,941,362,275 2,038,072,316 1,854,876,431 2,123,077,975 2,027,917,415

支出の部合計 9,780,659,628 9,560,129,150 9,227,330,015 11,365,779,756 10,481,663,065
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イ）活動区分資金収支計算書の状況と経年比較 

 

ウ）財務比率の経年比較 

 

 

 

（２）その他 

①資産運用の状況 

 資産運用については、学校法人濱名山手学院資金運用管理規程並びに同細則に基づき運用しています。 

今年度の運用状況は以下のとおりです。 

 

 

   

  

 

 

 

 

（単位　円）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

教育活動資金収入計 5,859,502,860 5,810,984,802 5,431,539,548 5,234,967,920 5,971,227,205

教育活動資金支出計 5,269,272,226 5,384,378,044 5,072,257,243 5,094,142,225 5,463,842,154

差引 590,230,634 426,606,758 359,282,305 140,825,695 507,385,051

調整勘定等 84,814,275 △ 47,977,681 △ 45,972,066 88,854,029 102,920,600

教育活動資金収支差額 675,044,909 378,629,077 313,310,239 229,679,724 610,305,651

施設整備等活動資金収入計 8,907,000 40,237,000 59,290,900 56,560,000 12,763,000

施設整備等活動資金支出計 181,396,469 202,315,455 260,753,819 308,230,344 579,800,967

差引 △ 172,489,469 △ 162,078,455 △ 201,462,919 △ 251,670,344 △ 567,037,967

調整勘定等 △ 209,210,231 △ 110,740,541 88,600,387 △ 61,374,996 17,636,810

施設整備等活動資金収支差額 △ 381,699,700 △ 272,818,996 △ 112,862,532 △ 313,045,340 △ 549,401,157

293,345,209 105,810,081 200,447,707 △ 83,365,616 60,904,494

その他の活動資金収入計 2,074,589,804 1,924,651,641 1,631,234,309 4,232,789,231 2,221,101,354

その他の活動資金支出計 2,085,838,870 1,933,706,357 2,014,818,488 3,881,080,921 2,377,283,298

差引 △ 11,249,066 △ 9,054,716 383,584,179 351,708,310 △ 156,181,944

調整勘定等 △ 144,641 △ 45,324 △ 59,413 △ 141,150 116,890

その他の活動資金収支差額 △ 11,393,707 △ 9,100,040 △ 383,643,592 351,567,160 △ 156,065,054

281,951,502 96,710,041 △ 183,195,885 268,201,544 △ 95,160,560

1,659,410,773 1,941,362,275 2,038,072,316 1,854,876,431 2,123,077,975

1,941,362,275 2,038,072,316 1,854,876,431 2,123,077,975 2,027,917,415

前年度繰越支払資金

翌年度繰越支払資金

科目

教育活動による資金収支

施設整備等活動による資金収支

その他の活動による資金収支

小計（教育活動資金収支差額＋施

設整備等活動資金収支差額）

支払資金の増減額（小計＋その他

の活動資金収支差額）

（単位：円） 

（単位：円） 

算 出 式 評価基準 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

教育活動資金収支差額比率（％） 教育活動資金収支差額／教育活動資金収入計 △ 11.5 6.5 5.8 4.4 10.2

金額 件数

有価証券の購入 307,559,153 4件（投資信託2件、株式2件）

有価証券の売却 111,979,026 2件（投資信託1件、株式1件）

有価証券売却差額 16,872,392

有価証券処分差額 0

種類 貸借対照表上計上額 時価 差額 貸借対照表上計上額 時価 差額 貸借対照表上計上額 時価 差額

債券 110,000,000 107,000,000 △ 3,000,000 110,000,000 106,825,000 △ 3,175,000 0 △ 175,000 △ 175,000

株式 0 0 0 100,000,000 97,120,000 △ 2,880,000 100,000,000 97,120,000 △ 2,880,000

投資信託 1,822,927,798 2,187,277,667 364,349,869 1,927,368,397 2,612,293,139 684,924,742 104,440,599 425,015,472 320,574,873

合計 1,932,927,798 2,294,277,667 361,349,869 2,137,368,397 2,816,238,139 678,869,742 204,440,599 521,960,472 317,519,873

2024年度末 2025年度末 増減
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②寄付金の状況 

今年度の寄付金の受入状況は以下のとおりです。 

 

  このほか、寄贈図書として 113 冊 155,159 円、科学研究費で購入した機器備品 6 件 1,587,339 円、 

関西国際大学以愛以縁同窓会より強化クラブに対する支援として 3件 865,842 円の現物寄付を受け 

入れました。 

 

③補助金の状況 

 2025年度の主な補助金収入は次のとおりです。 

 

 

（３）経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策 

①2025年度の各財務比率に基づく分析 

学校法人の経営を持続的かつ安定的に継続するために必要となる運用資産の保有状況を表す積

立率（※）を見ると、本学院の積立率は 2021年度の 35.5％から毎年低下しており、2025年度には

32.5％となりました。これは、同様の学部構成を持つ「理工他複数学部」の他法人 183法人の 2024

（令和 6）年度平均値（以下「比較対象」という。）73.8％と比べて低い水準です。また、毎年の経

常支出に占める減価償却額の割合である減価償却額比率は、比較対象が 11.5％であるのに対し、

本学院は 8.9％です。さらに、減価償却対象資産の取得額に対する減価償却累計額の割合である減

価償却比率は、比較対象が 56.1％であるのに対し、本学院は 64.7％となりました。これは、2020

年度に行われた濱名学院と神戸山手学園との合併時に、行政との再建計画の認可に係る協議過程に

おいて、学生生徒の教育環境に大きな変化が生じることが懸念されたため、老朽化した神戸山手学

園保有建物の建替えを行わず、当面は計画的に改修しながら使用を継続する選択をした結果です。

したがって、この数値のみをもって、本学院の財務基盤の健全性が他法人と比較して劣っているこ

とを示すものではありません。一方、事業活動収支に基づく財務指標を見ると、本学院は比較対象

（単位　円）

受入額 うち受配者指定寄付金

教職員 3,050,000

在学生・保護者 5,136,709

卒業生等 1,030,000

同窓会組織 5,200,000

その他団体・企業 2,350,000 2,000,000

合計 16,766,709

区分

個人

団体・企業

（単位　円）

№ 補助金内容 部門 交付団体 事業活動収支計算書上の科目 金額

1 私立大学等経常費補助金 大学 日本私立学校振興・共済事業団 国庫補助金 386,057,000

2 国際化拠点整備事業費補助金（大学の世界展開力強化事業） 大学 文部科学省 国庫補助金 54,527,000

3 授業料等減免費交付金(修学支援事業) 大学 日本私立学校振興・共済事業団 国庫補助金 452,179,900

4 大学･高専機能強化支援事業助成金(関西国際大学情報学部設置) 大学 (独)大学改革支援･学位授与機構 国庫補助金 23,974,907

5 官民連携による避難所運営の質の向上強化事業補助金 大学 内閣府 国庫補助金 2,514,100

6 北播磨総合医療センター企業団補助金収入 大学 北播磨総合医療センター企業団 企業団補助金 37,800,000

7 私立専修学校授業料等減免補助事業補助金 専門学校 兵庫県 県補助金 26,180,600

8 私立専修学校専門課程振興費補助金 専門学校 兵庫県 県補助金 2,881,000

9 私立学校経常費補助金 高校 兵庫県 県補助金 140,437,000

10 私立学校経常費補助金 中学 兵庫県 県補助金 49,723,000

11 高等学校等デジタル人材育成事業費補助金 高校 兵庫県 施設設備補助金 5,000,000

12 私立大学等研究設備整備費等補助金（私立高等学校等ICT教育整備推進事業費） 高校 兵庫県 施設設備補助金 7,763,000

13 預かり保育推進事業補助金 幼稚園 兵庫県 県補助金 5,220,000

14 特別支援振興費補助金 幼稚園 兵庫県 県補助金 13,328,000

15 私立幼稚園乳幼児子育て応援事業 幼稚園 兵庫県 県補助金 2,186,000

16 待機児童解消補助金 幼稚園 尼崎市 市補助金 5,040,000
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よりも管理経費比率、補助金比率が高い傾向にあります。これは、関西国際大学において都市部か

ら離れたキャンパスを有し、地域のニーズに合った人材の育成・教育を行うため、学生寮や通学バ

スを維持・運営していること、積極的に補助金獲得を進め、教育改革等が評価された傾斜配分によ

る増額等があったこと、比較対象と比べてその他の事業収入（附属機関からの収入等）が少ないこ

となどによるものと考えられます。 

 

（※運用資産＝現金預金＋特定資産＋有価証券／要積立額＝減価償却累計額＋退職給与引当金＋第 2

号基本金＋第 3 号基本金） 

   

②経営上の成果と課題 

本学院の 2025（令和 7）年度決算は、長期計画（2021年度～2030年度）及び第 2次中期計画（2025

年度～2027 年度）に基づき、2024 年度から推進している財政改善 4 か年計画の 2 年目に当たりま

す。2025年度は、2024年度の経常収支差額△437,816 千円を半分以下にすることを目標に、予算編

成・執行を行いました。その結果、経常収支差額は△43,937千円となり、目標を大きく上回る改善

となりました。これは、学生生徒等の募集が順調であったことや、学年進行による 2024 年度入学

生の学費見直しに伴う収入増などが主な要因です。これにより、2026年度の目標であるキャッシュ

フローベースでの黒字化や、2027年度の経常収支ベースでの黒字化について、実現可能性が高まり

ました。少子化により 2030年代には 18歳人口のさらなる減少が見込まれ、今後、入学者の獲得は

一層厳しさを増すことが予想されます。そのため、教育や業務の改善に取り組む人材への投資は不

可欠であり、処遇改善を含めた人材確保・育成に必要な経費を投入しつつ、経常収支の黒字化とそ

の維持・拡大を進めていく必要があります。 

 

 ③今後の方針・対応方策 

これらの経営上の課題に対応するためには、予算の緻密な管理が必要です。また、現在、学生

生徒等納付金収入や補助金収入が収入全体の大きな割合を占めていることから、これらを補完す

る収入源を確保し、中長期にわたって拡大していかなければ、施設設備の更新を計画的に進める

ことは困難です。当面は財政改善 4か年計画に基づき、厳格な収支管理を行いながら各年度の目

標を達成し、補助金等を活用しつつ、教育の質を維持するための施設設備の更新を進めます。あ

わせて、中長期の財務安定のため、将来の施設設備更新費用を計画的に積み立て、さらに将来的

には、積み立てた資金を適切に運用し、収入の拡大を図っていきます。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




